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税務訴訟資料 第２６５号－５８（順号１２６４１） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 消費税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（芝税務署長） 

平成２７年３月２６日棄却・控訴 

 

判     決 

原告          株式会社Ａ 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   鳥飼 重和 

            佐藤 香織 

            神田 芳明 

同補佐人税理士     窪澤 朋子 

被告          国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁       芝税務署長 

            芳賀 清喜 

同指定代理人      長谷川 武久 

            木村 快 

            齋藤 誠密 

            若原 浩司 

            小山 充義 

            小林 孝裕 

            新迫 裕美 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成１９年１月１日から同年３

月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額５６５８万４５

４８円を下回る部分及び還付地方消費税額１４１４万６１３７円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

２ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成１９年４月１日から同年６

月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額５１８７万９０

７６円を下回る部分及び還付地方消費税額１２９６万９７６９円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

３ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成１９年７月１日から同年９
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月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額６５３７万３９

０４円を下回る部分及び還付地方消費税額１６３４万３４７６円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

４ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成１９年１０月１日から同年

１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額６１３０万

８０２６円を下回る部分及び還付地方消費税額１５３２万７００６円を下回る部分並びに過少

申告加算税賦課決定を取り消す。 

５ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２０年１月１日から同年３

月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額６７３６万８６

７１円を下回る部分及び還付地方消費税額１６８４万２１６７円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

６ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２０年４月１日から同年６

月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額５５０７万４５

８６円を下回る部分及び還付地方消費税額１３７６万８６４６円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

７ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２０年７月１日から同年９

月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額４８３２万３１

２９円を下回る部分及び還付地方消費税額１２０８万０７８２円を下回る部分並びに過少申告

加算税賦課決定を取り消す。 

８ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２０年１０月１日から同年

１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額２９８８万

９８９５円を下回る部分及び還付地方消費税額７４７万２４７３円を下回る部分並びに過少申

告加算税賦課決定を取り消す。 

９ 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２１年１月１日から同年３

月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額２６５１万８７

１３円を下回る部分及び還付地方消費税額６６２万９６７８円を下回る部分並びに過少申告加

算税賦課決定を取り消す。 

10 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２１年４月１日から同年６

月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額２３０３万８４

７５円を下回る部分及び還付地方消費税額５７５万９６１８円を下回る部分並びに過少申告加

算税賦課決定を取り消す。 

11 処分行政庁が平成２２年４月２８日付けで原告に対してした平成２１年７月１日から同年９

月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正のうち還付消費税額３４３２万５２

７８円を下回る部分及び還付地方消費税額８５８万１３１９円を下回る部分並びに過少申告加

算税賦課決定を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、旅行業法に基づく旅行業等を目的とする日本法人である原告が、外国法人であるＢ（以

下「Ｂ社」という。）の主催する訪日旅行ツアー（以下「本件訪日ツアー」という。また、本件訪

日ツアーに参加する外国人旅行客を「本件訪日旅行客」という。）についてＢ社との間で行ってい

る取引（以下「本件取引」という。）が消費税法７条１項により消費税が免税される取引に当たる
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として（以下、消費税法７条１項により消費税が免除される取引を広く「輸出免税取引」という。）、

平成１９年１月１日から同年３月３１日までの課税期間（以下「平成１９年３月期」といい、同様

に本件において係争の対象とされている原告の３箇月ごとの課税期間を、順に「平成１９年６月期」、

「平成１９年９月期」、「平成１９年１２月期」、「平成２０年３月期」、「平成２０年６月期」、「平

成２０年９月期」、「平成２０年１２月期」、「平成２１年３月期」、「平成２１年６月期」及び「平成

２１年９月期」という。）から平成２１年９月期までの各課税期間（以下「本件各課税期間」とい

う。）の消費税及び地方消費税（以下、併せて「消費税等」という。）につき、本件取引に基づいて

Ｂ社から受領した対価の額を課税標準額に算入せずに確定申告をしたところ、処分行政庁から、本

件取引が輸出免税取引に該当せず、本件取引の対価の一部が消費税の課税標準額に算入されるとし

て、平成２２年４月２８日付けで各更正（以下「本件各更正処分」という。また、平成１９年３月

期の更正を「平成１９年３月期更正処分」といい、他の課税期間についても同様とする。）及び各

過少申告加算税賦課決定（以下「本件各賦課決定処分」という。また、平成１９年３月期の過少申

告加算税賦課決定を「平成１９年３月期賦課決定処分」といい、他の課税期間についても同様とす

る。）を受けたため、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分が違法であるとして、本件各更正処

分のうち還付金額が確定申告額を下回る部分及び本件各賦課決定処分の取消しを求める事案であ

る。 

１ 関係法令の定め 

 本件の関係法令の定めは、別紙１のとおりである。 

２ 前提事実（証拠等の掲記がないものは当事者間に争いがない。） 

（１）当事者等 

ア 原告は、本邦において、平成１７年９月●日に旅行業法に基づく旅行業、観光ガイド業な

どを目的として設立された法人であり、Ｂ社の海外子会社の一つである。Ｂ社は、原告の株

式の７０％を保有している。 

 原告は、平成１７年１０月２０日、消費税法１９条１項４号に基づき、処分行政庁に対し、

課税期間を３箇月ごとの期間に短縮する消費税課税期間特例選択届出書を提出している。

（甲３５、乙１２、１３） 

イ Ｂ社は、Ｍ国（以下「Ｍ国」という。）において旅行業を営む本邦内に主たる事務所を有

しない非居住者たる外国法人である。Ｂ社は、Ｍ国及び英国において上場をし、世界各地に

おいて企画旅行を主催しており、世界に８の海外子会社と２０の連絡事務所、海外子会社の

支店又は総販売代理店を有しているが、本邦内には、支店、出張所その他の事務所を有して

いない。 

 Ｍ国の法令である観光振興法は、旅行業を経営する者が国外旅行をしようとする旅行者の

ために旅行の目的地、日程、旅行者が提供を受ける運送又は宿泊等のサービス内容及びその

料金等に関する事項をあらかじめ定めてそれに参加する旅行者を募集して実施する旅行を

「企画旅行」とし（同法２条３号）、同法４条１項に基づき旅行業の登録をした者が、Ｍ国

の法令である文化体育観光部令で定める要件を備えて、同令で定めるところにより企画旅行

を実施することができるところ（同法１２条）、Ｂ社は、同法４条１項に基づく登録をして

いる。（甲８、３５、３８、４０） 

（２）本件取引 

 原告は、本件取引において、Ｂ社に対し、本件訪日旅行客の国内における飲食場所、宿泊先、
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交通手段等を確保し、これらを組み合わせて提供している。 

（３）本件各更正処分及び本件各賦課決定処分に至る経緯等 

ア 原告は、別表１のとおり、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、本件各課税期間の消

費税等の確定申告をした。原告は、本件取引は輸出免税取引に該当し、本件取引に基づいて

Ｂ社から受領した対価は輸出免税取引に係る対価であるとして、当該対価の額を課税標準額

に算入せず、一方、原告が本件訪日ツアーにおける国内での飲食、宿泊、運送等についてレ

ストラン、ホテル、バスや電車等の各種サービス提供機関に対して支払う利用料金を課税仕

入れ（消費税法２条１項１２号）に係る支払対価の額に算入した。 

イ 処分行政庁は、平成２２年４月２８日付けで、原告に対し、本件各更正処分及び本件各賦

課決定処分をした。なお、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分には理由が付記されてい

ないが、処分行政庁は、同日、消費税等が課されることにより所得金額が減算されたこと等

を理由としてした原告の法人税の更正処分において、本件訪日ツアーにおける国内での飲食、

宿泊、運送等の役務の提供は国内において直接便益を享受するものであることから、消費税

法施行令１７条２項７号により輸出免税取引に該当せず、国内において行う課税資産の譲渡

等に該当することから課税売上げとすべきものであるとしており、本件各更正処分及び本件

各賦課決定処分の理由も同様であった。（甲５、弁論の全趣旨） 

ウ 原告は、平成２２年６月２３日、東京国税局長に対し、本件各更正処分及び本件各賦課決

定処分について異議申立てをしたところ、東京国税局長は、同年９月１５日付けで、異議申

立てを棄却する旨の決定をした。棄却の理由は、本件訪日ツアーにおける国内での飲食、宿

泊、運送等の役務の提供は、原告がこれらの役務の提供を受けると同時にＢ社に対して（Ｂ

社は非居住者である本件訪日旅行客に対して）これを提供したものと認めることが相当であ

り、原告からＢ社に対する本件訪日ツアーにおける国内での飲食、宿泊、運送等の役務の提

供は、非居住者に対して行われる役務の提供で国内における飲食又は宿泊及びこれらに準ず

るもので国内において直接便益を享受するものに該当すると認められ、本件取引のうち国内

における飲食、宿泊、運送等の役務の提供は輸出免税取引に該当せず、国内において行う課

税資産の譲渡等、すなわち、課税取引に該当するというものであった。（甲６） 

エ 原告は、平成２２年１０月１５日、国税不服審判所長に対し、本件各更正処分及び本件各

賦課決定処分について審査請求をした。 

 原告は、審査請求において、東京国税局長に対し、①国内における飲食、宿泊、運送等の

役務の提供を行う主体は誰か、②国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供を受ける対

象は誰か、③国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供の具体的内容は何か、④本件取

引が消費税法施行令１７条２項７号イないしハのいずれに該当するか等の釈明を求めたと

ころ、東京国税局長は、①国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供を行う主体は、消

費税法７条１項、消費税法施行令１７条２項７号の適用上、原告である、②国内における飲

食、宿泊、運送等の役務の提供を受ける対象は、消費税法７条１項、消費税法施行令１７条

２項７号の適用上、Ｂ社である、③国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供とは、飲

食、宿泊、旅客運送又は催し物への入場等の役務の提供を受けることである、④宿泊又は飲

食については同号ロに該当し、旅客運送又は催し物への入場等については同号ハに該当する

旨回答した。 

 国税不服審判所長は、平成２３年６月１４日付けで、審査請求を棄却する旨の裁決をした。
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（甲７、８、２５） 

オ 原告は、平成２３年１２月１２日、本件訴訟を提起した。（顕著な事実） 

３ 被告の主張する本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の適法性の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の適法性の根拠は、

別紙２のとおりである。 

 被告は、被告が本件訴訟において主張する原告の本件各課税期間の納付すべき消費税等の合計

額は、本件各更正処分における納付すべき消費税等の額を上回るから、本件各更正処分はいずれ

も適法であり、被告が本件訴訟において主張する原告の過少申告加算税の各金額は、本件各賦課

決定処分における過少申告加算税の各金額と同額であるから、本件各賦課決定処分はいずれも適

法であると主張している。 

４ 争点及び争点に関する当事者の主張の要旨 

 本件の争点は、①本件取引が消費税法７条１項１号に該当するか否か（消費税法７条１項１号

該当性）、②本件取引が消費税法７条１項５号、消費税法施行令（平成２３年政令第１９８号に

よる改正前のもの。以下同じ。）１７条２項６号に該当するか否か（消費税法７条１項５号、消

費税法施行令１７条２項６号該当性）、③本件取引が消費税法７条１項５号、消費税法施行令１

７条２項７号に該当するか否か（消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号該当性）、

④理由の差替えの可否である。争点に関する当事者の主張の要旨は、以下のとおりである。 

（１）消費税法７条１項１号該当性（争点（１）） 

ア 原告 

（ア）ａ 消費税法７条１項１号の「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡」における「資

産の譲渡」とは、「事業として対価を得て行われる資産の譲渡」（同法２条１項８号）

である。「資産」とは、棚卸資産、固定資産等の有形資産から商標権、特許権等の無

形資産まで、およそ取引の対象となる全ての資産を含む広い概念であり、「資産の譲

渡」とは、資産の同一性を維持しつつ、それを他人に移転することであるとされてい

る。 

ｂ 本件取引は、原告があらかじめ一定数かつ一定条件で各種サービス提供機関から飲

食、宿泊、運送等の役務の提供を受ける権利（以下「サービス利用権」という。）を

確保し、市場の動向を踏まえた自らの企画によってこれらを組み合わせて組成された

旅行パッケージ商品（以下「本件旅行パッケージ商品」という。）をＢ社に販売する

というものであり、旅行者がＭ国内の旅行代理店から購入する本件訪日ツアーの詳細

が決定してからＢ社の依頼を受けて各種サービス提供機関との交渉を始めるという

ものではない。 

 したがって、本件取引は、売買契約としての性質を有するものである。 

 原告がＢ社との間で作成した業務提携契約書（以下「本件業務提携契約書」という。）、

業務提携付属約定書（以下「本件業務提携付属約定書」という。）、原告が各種サービ

ス提供機関との間で作成した契約書ないし覚書（以下「本件契約書等」という。）の

各文言と現実の具体的な取引には多くの異なる部分がある。また、税務調査における

原告代表者及び原告の次長の答述を記載したとする平成２１年７月２３日付け調査

報告書（以下「本件調査報告書」という。）は、原告代表者及び原告の次長の答述内

容を正確に記載していない。 
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ｃ 以上に基づき消費税法７条１項１号の該当性を検討すると、まず、本件旅行パッケ

ージ商品は、無形資産であるサービス利用権を組み合わせて一体として組成された商

品であるから「資産」に該当する。そして、本件取引は、かかる「資産」をその同一

性を保持しつつＢ社に販売、移転しているから、本件取引は「資産の譲渡」に該当す

る。なお、「資産の譲渡」に該当することは、原告が各種サービス提供機関との間で

固定料金を定めている場合があり、本件取引において売上総損益の段階で赤字となる

リスクを負担していることからも明らかである。 

 さらに、Ｂ社は、国内に支店、出張所その他の事務所を有していないため、Ｂ社に

対する本件旅行パッケージ商品の販売は「本邦からの輸出として行われる」といえる。 

ｄ 以上のとおり、本件取引はＢ社に対する本件旅行パッケージ商品の販売であり、

「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡」に当たり、消費税法７条１項１号に該

当する。 

（イ）消費税法施行規則５条１項１号は「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付

け」のうち輸出の許可を受ける貨物の場合について定めたものであるから、本件取引に係

る輸出免税取引の証明については、同号は適用されず、同項４号が適用される。 

 そして、同号は、当該資産の譲渡等を行った相手方との契約書その他の書類で、①当該

資産の譲渡等を行った事業者の氏名又は名称及び当該事業者のその取引に係る住所等（当

該資産の譲渡等が消費税法施行令６条２項６号に掲げる役務の提供である場合には、同号

に定める場所を含む。）（イ）、②当該資産の譲渡等を行った年月日（ロ）、③当該資産の譲

渡等に係る資産又は役務の提供の内容（ハ）、④当該資産の譲渡等の対価の額（ニ）並び

に⑤当該資産の譲渡等の相手方の氏名又は名称及び当該相手方のその取引に係る住所等

（ホ）が記載されているものが必要であるとしているところ、原告は、取引の相手方であ

るＢ社の住所等を始め、譲渡年月日、本件旅行パッケージ商品やサービス利用権の内容、

対価の額等が記載された書類を事務所に保存しており、同号の要件を充たしている。 

イ 被告 

（ア）ａ 原告が譲渡したと主張する本件旅行パッケージ商品については、そもそもサービス

利用権の内容が曖昧である上、各種サービス提供機関が原告に対してサービス利用権

を設定ないし譲渡したとは認められず、また、原告がＢ社に本件旅行パッケージ商品

という無形資産を譲渡したとも認められない。 

ｂ 消費税法７条１項１号の「輸出」とは、貨物を外国に仕向けられた船舶又は航空機

に積み込むことをいい、船舶又は航空機への積込みという貨物の物理的な移転行為を

捉えた概念であるから、同号の「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付

け」とは、資産を譲渡し又は貸し付ける取引のうち、当該資産を外国に仕向けられた

船舶又は航空機に積み込むことによって当該資産の引渡しが行われるものをいうと

解するのが相当である。しかるに、原告が、本件取引において主張する「資産」であ

る本件旅行パッケージ商品とは、無形資産であるサービス利用権を組み合わせて一体

として組成された商品であり、無形のものであるというのであるから、上記の「外国

に仕向けられた船舶又は航空機に積み込むことによって当該資産の引渡しが行われ

るもの」に当たらず、本件取引は、原告の主張を前提としても、消費税法７条１項１

号の輸出免税取引に該当しない。 
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ｃ 以上によれば、本件取引は「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡」に当たら

ず、消費税法７条１項１号に該当しない。 

（イ）消費税法７条２項は、当該課税資産の譲渡等が同条１項各号に掲げる資産の譲渡等に該

当するものであることについて、財務省令で定めるところにより証明がされたものでない

場合には、同項の規定を適用しない旨定めているところ、消費税法施行規則５条１項１号

は、消費税法７条１項１号の「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡」に該当する輸

出免税取引として輸出免税を受けるためには、当該資産の輸出に関する税関長証明書類を

整理し、当該課税資産の譲渡等を行った日の属する課税期間の末日の翌日から２月を経過

した日から７年間、これを納税地又はその取引に係る事務所等に保存することによって、

当該資産の譲渡等が同号に定める輸出免税取引に該当することを証明しなければならず、

また、税関長証明書類には消費税法施行規則５条１項１号イないしニに定められた事項

（当該資産を輸出した事業者の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は事務所等の所在

地（イ）、当該資産の輸出の年月日（ロ）、当該資産の品名並びに品名ごとの数量及び価額

（ハ）、当該資産の仕向地（ニ））が記載されていることを要する旨定めている。 

 原告は、本件訴訟において、本件取引が輸出免税取引に該当すると主張しており、同号

にのっとり、輸出免税取引に該当することが証明されたものであることを明らかにすべき

であるところ、これを明らかにしていないから、消費税法７条１項を適用するための手続

的要件も備わっていない。 

 なお、仮に、原告の主張のとおり本件取引に係る輸出免税取引の証明に消費税法施行規

則５条１項４号が適用されると解しても、原告が当該資産の譲渡等に係る資産又は役務の

内容が記載された書面を保存しているとは認められない。 

（２）消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号該当性（争点（２）） 

ア 原告 

（ア）ａ 環境省及び経済産業省は、京都議定書に基づく二酸化炭素等の温室効果ガスの排出

削減の約束を達成するために、温室効果ガスの排出実績量に相当する量以上のクレジ

ット（温室効果ガスの排出削減量（枠）として、システム上１ｔ単位の識別番号で表

示されるもの）を保有する必要があり、クレジットが電子的に管理され、政府間ある

いは事業者間で取引が行われていることから、クレジットに資産性があるものと考え、

また、クレジットが非居住者に対して譲渡された場合には、当該クレジットが消費税

法施行令６条１項５号に掲げる資産に準ずるものとして、同施行令１７条２項６号が

適用され、輸出免税取引に該当するものと解し、これらに対する回答を国税庁に求め

たところ、国税庁の回答は当該解釈に異を唱えず、クレジットの取引が輸出免税取引

に該当するものと判断しているものである。 

ｂ そうすると、国税庁は、消費税法施行令６条１項４号ないし７号が当該条文に掲げ

られた資産にとどまらず、当該資産以外の各種権利を含む無体財産権を指すと解した

ものと考えられ、この立場からすると、原告がＢ社に譲渡した各種サービス利用権で

構成される本件旅行パッケージ商品についても、同項４号ないし７号に掲げる資産に

準ずるものに該当することとなる。 

ｃ したがって、本件取引は消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号に

該当する。 
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（イ）本件取引が消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号に該当するとすると、

本件取引に係る輸出免税取引の証明には消費税法施行規則５条１項４号が適用されるこ

ととなるところ、原告は、取引の相手方であるＢ社の住所等を始め、譲渡年月日、本件旅

行パッケージ商品やサービス利用権の内容、対価の額等が記載された書類を事務所に保存

しており、同号の要件を充たしている。 

イ 被告 

（ア）ａ 原告の指摘する国税庁の回答は、一定の事実関係の下で、クレジットが消費税法施

行令６条１項５号に掲げる特許権等の特定の資産に準ずるものとして、クレジットの

取引が輸出免税取引に該当し得ることを認めた事例にすぎず、一般論として、同項４

号ないし７号に掲げられた資産以外の無形資産が広くこれらに掲げる資産に準ずる

ものであることを明らかにしたものではない。 

ｂ 原告のいうサービス利用権や各種サービス利用権で構成される本件旅行パッケー

ジ商品という概念は、そもそもいかなる内容の権利ないし資産であるか、また、その

ような権利ないし資産が取引の対象として認識されているのか否かさえ明らかでは

なく、このようなサービス利用権やサービス利用権で構成される本件旅行パッケージ

商品は、クレジットのように法律上の利益又は地位としての実体を有し、取引するた

めの基本的な法的基盤が整備されたものと同列に論じることができないのは明らか

である。 

ｃ 以上によれば、本件取引は、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６

号に該当しない。 

（イ）前記のとおり、サービス利用権という権利ないし資産がいかなる内容の権利ないし資産

であるのか、また、そのような権利ないし資産が取引の対象として認識されているのか否

かすら明らかではないから、少なくとも、当該資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（消

費税法施行規則５条１項４号ハ）が記載された書類を保存しているとは認められず、同号

の証明がされたと認めることはできない。 

（３）消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号該当性（争点（３）） 

ア 原告 

（ア）ａ 消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号を併せて読むと、事業者が

国内において行う課税資産の譲渡等のうち、非居住者に対して行われる役務の提供で、

国内における飲食又は宿泊及びこれらに準ずるもので国内において直接便益を享受

するもの以外のものは、輸出免税取引に該当する。これを文理解釈すれば、「役務の

提供」は、「事業者」が「非居住者」に対して行ったものでなければならない。 

 したがって、事業者以外の者が行った役務の提供若しくは非居住者以外の者が受け

た役務の提供は、同号における「役務の提供」には含まれない。 

ｂ そして、「役務の提供」とは、課税物件となる国内取引（消費税法４条１項）であ

る役務の提供をいい、「非居住者」とは、課税物件となる国内取引である役務の提供

を国内において受けることとなる相手方をいう。 

ｃ このように解すると、仮に本件取引について「役務の提供」と解する余地があると

しても、それは事業者である原告から非居住者であるＢ社に対して行われる国内にお

いて行う各種サービス提供機関の手配及び本件旅行パッケージ商品の企画又は製作
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という役務の提供と解されるが、かかる役務の提供は消費税法施行令１７条２項７号

ロ及びハに規定するところの「国内における飲食又は宿泊」及び「国内において直接

便益を享受するもの」には当たらない。 

 したがって、本件取引のうち各種サービス提供機関の手配及び本件旅行パッケージ

商品の企画又は製作という役務の提供は、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１

７条２項７号イないしハに当たらないため、本件取引は、消費税法７条１項５号、消

費税法施行令１７条２項７号に規定されるところの輸出免税取引に該当する。 

（イ）本件取引が消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号に該当するとして、

本件取引は、消費税法施行規則５条１項４号の要件を充たしている。 

イ 被告 

（ア）ａ 消費税は、付加価値税としての性質を有する租税であり、原則として全ての物品と

サービスの消費に広く薄く課税することをその目的、性質とするものであり、消費税

法施行令１７条２項７号は、このような消費税の目的、性質から、非居住者に対して

行われる役務の提供であっても、同号イないしハのように役務の提供によってもたら

される便益が国内において直接享受（消費）され、その役務の提供が国境をまたがず

に国内において完結するようなものについては、輸出免税取引の対象とならないこと

を規定したものである。本件取引は、次のｂないしｄの構成により同号ロ又はハに該

当する。 

ｂ 原告は、本件取引において、国内における飲食、宿泊、運送等を本件訪日旅行客に

提供する役割を担っており、各種サービス提供機関との取引関係を用いることにより、

本件訪日旅行客に対して、国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供を行い、こ

れによって本件訪日旅行客は、国内において、レストラン等で飲食し、ホテル等で宿

泊し、バスや電車等によって運送され、その他の各種サービス提供機関からこれら以

外の役務の提供を受けてその便益を享受するものである。 

 これらの役務の提供と消費税法施行令１７条２項７号イないしハに掲げる役務の

提供の内容を照らし合わせると、本件取引については、同号イの「国内に所在する資

産に係る運送又は保管」に該当するものはなく、本件訪日旅行客に対するこれらの役

務の提供のうち、飲食及び宿泊の提供は、同号ロの「国内における飲食又は宿泊」に

該当する。 

 また、バスや電車等による旅客の運送等の役務の提供については、同号ロの「国内

における飲食又は宿泊」には当てはまらないものの、「国内における飲食又は宿泊」

のように本件訪日旅行客が国内において通常利用し、消費するものであるから、「国

内における飲食又は宿泊」に準ずるものといえ、国内においてその便益を直接享受す

るものでもある。したがって、バスや電車等による旅客の運送等の役務の提供は、同

号ハに掲げる役務の提供に該当する。 

 以上のとおり、原告の本件訪日旅行客に対する役務の提供は、消費税法施行令１７

条２項７号ロ及びハに該当する。 

ｃ また、原告は、Ｂ社から、本件取引により、Ｂ社が本件訪日旅行客に対して実現す

べき各種サービスのうち国内での飲食、宿泊、運送等の提供を実現する依頼を受け、

Ｂ社からその対価を得るという取引を行っているものであり、原告は、Ｂ社に対し、
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「本件訪日旅行客に対して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供する」とい

う役務の提供を行うものである。そして、Ｂ社は、原告が本件訪日旅行客に対して飲

食、宿泊、運送等の役務を提供することによって自らが主催する本件訪日ツアーにお

ける国内の行程を実行、実現することができることとなるから、Ｂ社は、原告による

「本件訪日旅行客に対して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供する」とい

う役務の提供によってもたらされる便益を国内で直接享受するものである。 

 この場合、「非居住者」はＢ社であり、原告は、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に対

して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供する」という役務の提供を行って

いるところ、原告がＢ社に対して提供するこの役務は、本件訪日旅行客に対する国内

における飲食、宿泊、運送等の役務の提供と等しく重なる。すなわち、原告は、本件

訪日旅行客に対して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供することによって、

Ｂ社に対する役務の提供を行っているのであり、原告のＢ社に対する役務の提供は、

その内容を個々に見れば、本件訪日旅行客に対する「国内における飲食又は宿泊」と

いった役務の提供や、本件訪日旅行客に対する国内における運送や各種サービス提供

機関から受ける各種の役務の提供、すなわち国内における飲食又は宿泊に準ずるもの

で、国内において直接便益を享受する役務の提供と、性質上等しく重なる。 

 したがって、原告のＢ社に対する役務の提供の性質、内容を踏まえれば、原告は、

「非居住者」であるＢ社に対して、「国内における飲食又は宿泊」及びこれに「準ず

るもので、国内において直接便益を享受するもの」という本件訪日旅行客に対する役

務の提供と等しく重なる役務の提供を行っているから、原告のＢ社に対する役務の提

供もまた、「国内における飲食又は宿泊」（消費税法施行令１７条２項７号ロ）及びこ

れに「準ずるもので、国内において直接便益を享受するもの」（同号ハ）に該当する

と評価することができる。 

ｄ さらに、消費税法施行令１７条２項７号が「国内に所在する資産に係る運送又は保

管」、「国内における飲食又は宿泊」及びこれらに「準ずるもので、国内において直接

便益を享受するもの」を輸出免税取引から除外しているのは、これらが国境をまたが

ない、正に国内において消費されるサービスであり、輸出と捉え得るものではないと

いう点にあることに加え、消費税が事業者から消費者に提供される物品、サービスの

消費全体に広く薄く税負担を求める租税であることにも照らすと、同号ハにいう「（イ

及びロに）準ずるもので、国内において直接便益を享受するもの」の範囲を殊更に限

定的に解釈することは相当でなく、本件のように、本件取引により、Ｂ社に対し、「本

件訪日旅行客に対して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供する」という役

務を提供することも同号ハの「（イ及びロに）準ずるもの」に含まれると解すべきで

ある。 

 以上によれば、原告のＢ社に対する役務の提供は、仮に同号ロにいう「国内におけ

る飲食又は宿泊」自体ではないと評価されるとしても、同号ハにいう「イ及びロに準

ずるもので、国内において直接便益を享受するもの」に当たるというべきである。 

ｅ したがって、原告の役務の提供は、消費税法施行令１７条２項７号ロ及びハあるい

は同号ハのみに該当する。 

（イ）原告は、消費税法施行規則５条１項４号にのっとって、本件取引が輸出免税取引に該当
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することが証明されたものであることを明らかにすべきであるところ、原告がこれを明ら

かにしているとはいえないから、消費税法７条１項を適用するための手続的要件が備わっ

ているとも認め難い。 

（４）理由の差替えの可否（争点（４）） 

ア 原告 

（ア）一般に、行政処分に理由の付記が求められるのは、処分行政庁の判断の慎重さ及び合理

性を担保してその恣意を抑制する（処分適正化機能）とともに、処分の理由を相手方に知

らせて不服申立ての便宜を与える（争点明確化機能）ことにある。したがって、理由の差

替えを自由に認めることは、不服申立て段階において原告が争う機会を失わせるものとい

わざるを得ず、原告の手続的権利に格別の支障を生じさせることとなるから許されないと

いうべきである。 

（イ）本件各更正処分は消費税に係るものであるため、法人税及び所得税の青色申告に対する

更正処分（法人税法１３０条２項、所得税法１５５条２項）に求められているような理由

の付記は法定されていないが、平成２２年４月２８日付けでされた本件各更正処分に係る

法人税更正処分において、原告は、日本に支店等を持たない非居住者であるＢ社が主催す

る本件訪日ツアーに係る国内における行程の企画、手配を行い、国内における旅行サービ

スをパッケージ商品としてＢ社に提供し、Ｂ社から受ける当該サービスの対価を本件各課

税期間の消費税の計算において輸出免税売上げとしているところ、当該役務の提供のうち

国内における飲食、宿泊、運送等の役務の提供については国内において直接便益を享受す

るものであることから消費税法施行令１７条２項７号により輸出免税取引に該当せず、国

内において行う課税資産の譲渡等に該当することから課税売上げとすべきものであると

の更正の理由が付記されていたところである。 

 また、原告は、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分についての異議申立てをしてい

るところ、東京国税局長は、異議申立てに理由がないとしてこれを棄却する旨の決定をし

ている。このような決定においては、異議申立てに理由がないとする根拠として付記され

ている当該決定の理由の内容が当該処分の理由の内容を示すものである。そうすると、処

分行政庁が本件各更正処分の理由としているものは、当該決定の理由である、原告が行う

役務の提供の相手方である非居住者はＢ社であり、その非居住者に対する役務の提供の内

容は、原告が自ら役務の提供を行うもの以外のものについては、各種サービス提供機関が

本件訪日旅行客に対して行うというものである。したがって、被告、処分行政庁ないし異

議審理庁である東京国税局長はその後の審査請求及び取消訴訟においてもかかる理由に

よって処分の適法性を主張すべきである。 

 この点、東京国税局長は、審査請求において、原告が行う役務の提供の相手方である非

居住者はＢ社であるとする主張は維持したものの、役務の提供の内容については、Ｂ社が

原告から国内における飲食、宿泊、運送等のサービスを受けていたとする主張に変更して

いる。しかしながら、理由の付記が法定されていない処分について、当該処分に対する異

議申立てに理由がないとしてこれを棄却する旨の決定に理由が付記されて当該処分が維

持され、これを不服として審査請求が行われる場合に、その審理中に、当該処分行政庁な

いし異議審理庁は、弁明書などをもって、決定に付記されている理由に新たな理由を追加

し又はこれを別異の理由として差し替えることは許されないものというべきである。 
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 さらに、被告は、本件訴訟において、これまで原告が役務の提供を行っていた非居住者

はＢ社であると主張していたにもかかわらず、一転して、国内の飲食、宿泊、運送等の役

務は本件訪日旅行客に対して提供されたものであるなどとその主張内容を変更している。

しかしながら、取消訴訟の審理中に、被告ないし処分行政庁が既に明示している処分の理

由に新たな理由を追加し又はこれを別異の理由と差し替えることは、それまでその被告な

いし処分行政庁が明示している処分の理由を争ってきた原告をないがしろにする被告な

いし処分行政庁の行為であるといわなければならない。とりわけ、異議申立て、審査請求

に対する決定、裁決が前置されている取消訴訟の審理中に、被告ないし処分行政庁が既に

明示している処分の理由に新たな理由を追加し又はこれを別異の理由と差し替えること

は、原告が異議申立て、審査請求、取消訴訟と引き続いて被告ないし処分行政庁が明示す

る処分の理由を争ってきた経緯を突然に無きものとするに等しい行為であって、それは、

とりもなおさず、被告ないし処分行政庁が争いの対象となっているこれまでの自らが明示

する処分の理由を無にするものであり、処分についてはもとより、決定、裁決についても、

実質的にはその決定、裁決の理由が付記されていなかったことと同じである。ましてや、

原告は、東京国税局長に対し、審査請求において、課税要件に係る重要な事実に対する釈

明をし、東京国税局長はこれを明らかにしたものであって、それにもかかわらず、本件訴

訟においてその重要な事実に関する主張のほとんどを変更することは、原告を不利益な状

況に置くものであり、原告の手続的権利に格別の支障を生じさせることとなる。 

（ウ）以上のとおり、本件訴訟における被告ないし処分行政庁の理由の差替えによる主張は、

原告の手続的権利に格別の支障を生じさせることとなるから、許されない。 

イ 被告 

（ア）被告ないし処分行政庁は、本件取引が消費税法施行令１７条２項７号の規定に基づき輸

出免税取引とならないことを本件各更正処分の理由として一貫して主張しているもので

あり、本件訴訟における被告の主張は、原告の手続的権利に格別の支障を生じさせること

となる理由の差替えには該当しない。 

（イ）課税処分の取消訴訟における訴訟物は、処分の主体、内容、手続及び方式等全ての面に

おける違法、すなわち、処分の違法性一般であるとされている。この場合、課税処分の同

一性の捉え方によって、訴訟物の範囲は異なってくるが、判例は、課税処分の同一性を、

それによって確定される税額の同一性によって捉えるという総額主義を採ることを明ら

かにしている。 

 この総額主義によれば、課税処分によって確定された税額が、総額において租税実体法

によって客観的に定まっている税額を超えていなければ、当該課税処分は適法である。そ

のため、課税処分の取消訴訟における審理の範囲は、課税処分によって確定された税額が

総額において処分時に客観的に存した税額を上回るか否かを判断するに必要な事項の全

部に及び、処分理由は単なる攻撃防御の方法にすぎないから、民事訴訟法１５６条及び１

５７条によって主張が制限される場合があることは別として、被告ないし処分行政庁は、

処分時の処分理由とは異なる理由を主張することができる。 

 そして、本件各更正処分は消費税等に係る更正処分であり、消費税法上、理由の付記は

法定されていないところ、判例は、処分の正当性を維持する理由として、更正の段階にお

いて考慮されなかった事実を新たに主張することも許されると解するのが相当と判示し
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ている。 

 したがって、本件訴訟における被告ないし処分行政庁の主張が仮に理由の差替えに該当

するとしても、被告ないし処分行政庁は、上記のとおり、本件各更正処分に係る処分時の

処分理由と異なる理由を主張することができ、本件各更正処分の段階において考慮されな

かった事実を新たに主張することも許されるのであるから、その主張が制限される理由は

ない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 消費税法７条所定の輸出免税取引該当性についての主張立証責任 

 消費税法７条１項は、事業者が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、同項各号に掲げる

ものに該当するものについては消費税を免除することとして、同項各号に輸出免税取引となる取

引類型を列挙しているところ、同法は、課税資産の譲渡等の対価の額を消費税の課税標準と定め

ており（同法２８条１項本文）、課税資産の譲渡等があれば、その対価については原則として消

費税が課税され、それが免除されることが例外であること、同法７条１項各号所定の輸出免税取

引に該当すれば、当該取引に係る課税資産の譲渡等の対価については消費税が免除され、納税者

がその利益を享受するものであることからすれば、輸出免税取引該当性が問題となっている更正

の取消訴訟において、納税者が行った取引が輸出免税取引に該当することについては、納税者で

ある原告が主張立証責任を負担するものと解するのが相当である。 

２ 本件取引の性質及び内容 

 本件の各争点は、本件取引が輸出免税取引に該当するか否かに関連しているところ、これらを

判断する前提として、まず本件取引の性質及び内容を検討する。 

（１）認定事実 

 掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

ア 本件取引の流れ 

 原告とＢ社との間の本件取引の流れは、概要、以下のとおりであった。 

（ア）原告は、Ｂ社との間で、本件業務提携契約書及び本件業務提携付属約定書を作成すると

ともに、各種サービス提供機関との間で、本件契約書等を作成した。（甲２０、２９の１・

２、３０、乙１４ないし１６、２１ないし２３） 

（イ）原告は、本件契約書等を前提に、その時点での市場の動向に合わせ、飲食場所、宿泊先、

交通手段等を組み合わせたプランを新たに企画し、又は既にあるプランの一部を変更した

プランを企画した上で、あらかじめ各種サービス提供機関に主に電話で連絡をして、企画

したプランの日程のサービスを確保しておいた。そして、原告は、Ｂ社に対し、Ｂ社との

間で構築されたイントラネット上のメール等を利用して、企画したプランを提案した。Ｂ

社は、場合によっては、この提案に対して、Ｍ国の市場の動向等の情報提供をすることが

あり、原告は、このような提供された情報をプランに反映させた。原告は、プランが完成

するまで、各種サービス提供機関に連絡を取りつつ、プランに合った飲食場所、宿泊先、

交通手段等を選定して組み合わせていた。 

 プラン完成の段階で、原告と各種サービス提供機関との間で、日時、受入れ人数等が確

定することになるが、この確定は、個別契約書を作成するという方法ではなく、メール、

ＦＡＸ又は電話などによる方法により行われていた。 

 Ｂ社は、プランが完成すると、完成したプランに飛行機による運送サービス及びＢ社所
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属の従業員のツアーガイドを組み合わせて本件訪日ツアーを組成して、本件訪日ツアーの

内容が掲載されたパンフレット等を作成し、旅行代理店を通して顧客に対して交付したり、

インターネット上に掲載したりして、本件訪日旅行客を募集し、申込みのあった人数をイ

ントラネット上で順次更新していた。原告は、イントラネット上に掲載されている申込み

人数を確認し、各種サービス提供機関に対して、人数の調整等を行っていた。 

 原告は、日程、地域、ホテル、食事、交通手段等が具体的に確定した後、Ｍ国出国日の

１ないし３週間前頃までに、Ｂ社に対し、手配確定書を交付した。 

 また、原告は、本件訪日ツアーの催行日の遅くとも前営業日までに、Ｂ社に対し、指示

書を交付した。（甲９ないし１２、５３、乙１６、１８、１９、弁論の全趣旨） 

（ウ）本件訪日ツアーは、Ｂ社のツアーガイドが引率した。 

 なお、Ｂ社は、Ｍ国のＣ海上保険株式会社Ｍ国支社（以下「Ｃ海上保険」という。）と

の間で、旅行保険包括契約を締結していた。同旅行保険の保険契約者はＢ社、被保険者は

Ｂ社があっせん、主催して通知する旅行者であり、本件訪日旅行客も被保険者であった。

Ｂ社は、Ｃ海上保険に通知した本件訪日旅行客について、本件訪日ツアーの催行中の事故

により保険金支給の事由が発生したときは、診断書、医療機関の診療関連書類、保険金請

求書及びその他の必要な書類をＣ海上保険に提出し、Ｃ海上保険は、支給保険金額が決定

されれば直ちに保険金を支払うという約定となっていた。（甲１３の１・２、１７、１８、

弁論の全趣旨） 

イ 本件業務提携契約書の内容 

 原告は、２００７年（平成１９年）１０月３１日付けで、Ｂ社との間で、本件取引に関す

る本件業務提携契約書（以下、本件業務提携契約書に基づく業務提携契約を「本件業務提携

契約」という。）を作成した。本件業務提携契約書の内容は、要旨次のとおりである。（乙１

４） 

（ア）本件業務提携契約は、原告とＢ社が相互間に業務提携を通して、顧客に事前に約束され

た日程及び条件について現地サービスを充実させ正確に提供することにより、顧客の満足

を創出し、原告とＢ社の共同発展と相互利益を図ることを目的とする（１条）。 

（イ）Ｂ社は、Ｍ国内の旅行ホールセラーとして、企画旅行商品についてＭ国全域の代理店で

の代行販売を通して旅行客を募集し、日本に送客する（３条１項）。 

（ウ）Ｂ社は、日本への送客のため、必要な全てのマーケティング及び販売業務を遂行する（３

条２項）。 

（エ）Ｂ社は、現地での円滑なランドサービスのため、旅客情報（旅客数、ルームタイプ等）

を誠実に告知する義務がある（３条３項）。 

（オ）原告は、「自体的に」企画、製作した旅行商品をＢ社に販売してサービスを提供する（４

条１項）。 

（カ）原告は、Ｂ社との行事条件と契約内容を誠実に履行する義務がある（４条２項）。 

（キ）原告は、国内での商品提供サービスの開始前に手配確定書を発行してＢ社に告知し、商

品提供の進行中に起きた問題についても、Ｂ社に告知すると同時に、問題解決のためＢ社

と協力して最善を尽くし、過失がある場合は責任を負い、損害について補償する（４条３

項）。 

（ク）原告は、相互の円滑な業務協力のため、Ｂ社のイントラネットに基盤を置いたインター
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ネットを必ず設置する（５条１項）。 

（ケ）具体的な事項及び団体別行事費、その他行事関連内容は本件業務提携付属約定書に従う

（５条２項）。 

（コ）Ｂ社は、原告に対し、両社間で協議した商品代金を両者間で協議した通貨で支払う（６

条１項）。 

（サ）商品代金の決済は、原則的に、行事終了後、Ｂ社が原告に送金する（６条２項）。 

ウ 本件業務提携付属約定書の内容 

 原告は、２００７年（平成１９年）１０月３１日付けで、Ｂ社との間で、本件業務提携付

属約定書を作成した。本件業務提携付属約定書の内容は、要旨次のとおりである。（乙１５） 

（ア）原告は、Ｂ社のイントラネット上の当該商品日程を徹底的に確認し、日程の変更がある

場合は、即時、Ｂ社に告知して確定日程表に反映するようにし、これを履行しない場合に

生じる問題について責任を負う（１条２項）。 

（イ）Ｂ社と原告の各旅行商品代金及びその他の地上費は、Ｂ社の担当部署と協議後進行する

（２条１項）。 

（ウ）原告は、Ｂ社からの予約要請を受けてから２４時間以内に、Ｂ社に予約進行状況を通知

する（３条１項）。 

（エ）その他の手配業務進行手順は、Ｂ社の各部署と協議し進行する（３条２項）。 

（オ）原告は、上記（ウ）及び（エ）の手配業務進行による現地地上サービスの確定により、

①出発及び到着の航空便及び時刻、観光地等、詳しい日程等が明記された確定日程表、②

ホテル、食事、車両等の行事条件、③ショッピング、④オプション、⑤ＩＮＶＯＩＣＥを

内容とする手配確定書を団体出発の２０日以前までにＢ社に提出することを原則とする

（４条）。 

（カ）原告は、顧客からショッピングに関する苦情が発生した場合には、行事進行中又は行事

終了後、苦情処理に万全を尽くす（５条１項）。 

（キ）Ｂ社は、顧客の購買した物品について一切責任がなく、原告が現地ショッピングの全て

の責任を持つ（５条２項）。 

（ク）原告は、現地で進行される全ての旅行日程において発生する事故により顧客に発生した

被害を賠償する保険に加入する（６条１項）。 

（ケ）原告は、予想することができなかった不意の事故（天災地変、戦争、暴動、窃盗及び交

通事故）により顧客が被害を受けた場合、直ちにそれに適切な救急対処案を設け、施行し、

Ｂ社にその事実を告知し、Ｂ社の要請事項に最善を尽くし、履行し、顧客の安全のために

その被害を極小化するよう全ての措置をとる（６条２項）。 

エ 本件契約書等の内容 

 原告は、以下のとおり、株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）、Ｅ株式会社（以下「Ｅ」とい

う。）、Ｆ株式会社（以下「Ｆ」という。）、Ｇ株式会社（以下「Ｇ」という。）、有限会社Ｈ（以

下「Ｈ」という。）並びにＩ株式会社が経営するＪ（以下「Ｊ」という。）及びＫ（以下「Ｋ」

という。）との間で、本件契約書等を作成した。 

（ア）原告は、平成１８年７月１日付けでＤとの間で、覚書を作成した。その要旨は次のとお

りである。（甲２９の２） 

ａ 原告は、原告の主催する旅行団体の輸送のためにＤの買上げバスを使用する（１条）。 
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ｂ 運賃の精算はＤが毎月１０日毎に締め、運賃を集計して原告に請求し、原告は、翌月

２５日までに手数料１０％を差し引いた残額の合計をＤの指定銀行に振り込む（３条）。 

ｃ １日当たりの運賃は、１年を通じて５万５６５０円（税込み）とし、１箇月の最低保

障は２９日間（ただし２月は２８日間）とする（４条い）。 

（イ）原告は、平成１９年４月１日付けでＥとの間で、覚書を作成した。その要旨は次のとお

りである。（乙２３） 

ａ 原告とＥは、原告が実施するツアーの旅客が、Ｅが経営する施設を利用することにつ

いて覚書を締結する（前文）。 

ｂ Ｅは、原告の旅客を、自らの施設である観光船、レストラン、ホテルにおいて受け入

れる（２条（１））。 

ｃ Ｅの施設において原告が利用する際の運賃及び料金は、事前に取り決めた金額を適用

する（２条（２））。 

ｄ 天候、交通機関の途絶等、当日のやむを得ない状況により原告の旅客がＥの施設に来

店することができなかった場合のキャンセル料の負担は、双方で協議する（５条）。 

ｅ 原告は、Ｅに対し、覚書締結後、事前に５０万円をデポジットとしてＥの指定した金

融機関の口座に入金する（６条）。 

ｆ Ｅは、原告の利用代金を、１０日ごとにまとめて原告に確認する（７条１項）。 

ｇ Ｅは、原告の利用代金を、原告との確認後、前記ｅのデポジットにより相殺する。Ｅ

は、原告の利用代金が当該時点におけるデポジット額を超過することが予想される場合、

原告に対し、不足金額を請求する（７条２項）。 

（ウ）原告は、平成１９年５月１日付けでＦとの間で、旅客あっせん契約書を作成した。その

要旨は次のとおりである。（乙２１） 

ａ Ｆは、原告に対し、旅客のあっせんを依頼し、原告は、旅客の求めに応じてＦにあっ

せんする（１（１））。 

ｂ Ｆは、原告のあっせんする旅客に対し、品質の維持向上及び接遇サービスの向上に努

める（１（２））。 

ｃ 適用団体は、原告が主催する北海道企画団体又は原告が手配する旅客である（３）。 

ｄ Ｆが経営する施設１４店舗における昼食に係る取扱販売手数料は１５％とするが、

「Ｌ」については１３％とする（５）。 

ｅ 原告は、前払金として所定の金額をＦに送金し、Ｆは、不足金が発生しないように管

理をし、残金額が少なくなったら、原告に連絡をして送金してもらう（６）。 

ｆ 原告は、送客人員の確認のためバウチャー又は団体食事利用確認書を作成し、Ｆに発

行して、相互に確認を行う（７）。 

ｇ Ｆは、各種損害賠償責任保険に加入し、事故に備えなければならない。Ｆは、旅客が

事故に遭遇したときは、賠償しなければならない（９）。 

ｈ 原告は、予約が取り消された場合、所定の違約金を支払う（１１）。 

（エ）原告は、平成１９年５月１日付けでＧとの間で、契約書を作成した。その要旨は次のと

おりである。（甲２０） 

ａ 原告は、商品、企画販売する旅客の輸送をＧに委託し、Ｇは、これを受託し、Ｇが所

有する貸切り専用バスで輸送する（１条）。 
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ｂ 借上げ金額は、１台当たり、１年間１０５０万円とし、ただし、これには、乗務員宿

泊料等の附帯料金は含まないものとする（５条１項）。 

ｃ 支払方法は、毎月末締めの翌５日とし、８７万５０００円を支払う（５条３項）。 

ｄ チャーター以外のバス料金は、大型１日３万６０００円、中型１日３万４０００円、

小型１日３万２０００円とする（８条）。 

（オ）原告は、平成１９年７月１１日付けでＨとの間で、契約書を作成した。その要旨は次の

とおりである。（甲２９の１） 

ａ 原告は、商品、企画販売する旅客の輸送をＨに委託し、Ｈは、これを受託し、Ｈが所

有する貸切り専用バスをもって輸送する（１条１項）。 

ｂ チャーター契約による借上げ金額は、ハイデッカー１台当たり１年間１３００万円×

２台＝２６００万円とし、スーパーハイデッカー１台当たり１年間１３００万円×２台

＝２６００万円とする（５条１項）。 

ｃ チャーターバスの借上げ金の支払方法は、平成１９年８月３１日、同年１１月３０日、

平成２０年２月２９日及び同年５月３１日に各１０００万円、同年７月３１日に１２０

０万円とする（５条４項）。 

ｄ チャーター以外のバス料金は、大型バス４万２０００円、マイクロバス３万円、新車

指定とバスがとれずにやむを得ずに新車になった場合の大型バス４万５０００円、マイ

クロバス３万５０００円とする（８条）。 

（カ）原告は、平成２０年３月１１日付けでＪとの間で、覚書を作成した。その要旨は次のと

おりである。（甲３０） 

ａ Ｊは、原告の送客する外国人旅行客について、客室買取分及びルームブロック（ルー

ムブロックとは、ホテル側が一定の部屋数について、ほかの予約を入れずに部屋を確保

しておくことをいう。）分に分けて所定の料金で受け入れる。客室買取分は、ツインル

ーム１室当たり８０４０円で１日１０室であり、ルームブロック分は、客室タイプ別に

１泊当たりの利用料金を定めている（２条）。 

ｂ 原告は、客室買取分と客室買取分以外とに分けて、料金を所定の期限までにＪの指定

する銀行口座に入金する（５条）。 

（キ）原告は、平成２０年６月４日付けでＫとの間で、覚書を作成した。その要旨は次のとお

りである。（乙２２） 

ａ 原告とＫは、Ｋへの送客について覚書を締結する（前文）。 

ｂ Ｋは、原告が送客する外国人旅行客について、一人当たり、１泊２食付８０００円（サ

ービス料込み、税金別）で受け入れる。ただし、土曜日及び特定日の利用は９０００円

（サービス料込み、税金別）とし、お盆及び年末年始の特別シーズンは１万２０００円

（サービス料込み、税金別）とする（２条（１））。 

ｃ Ｋは、原告に対し、利用料金の１４％の送客手数料を支払う（３条）。 

ｄ Ｋは、原告に対し、原則として、５箇月前に１日当たり３０ルームブロックを提供す

る（５条（１））。 

ｅ 原告のＫへのルームブロックの解除（キャンセル）は５日前を自動手仕舞いとする。

それ以後の解除についてはキャンセル料が発生する（５条（３））。 

ｆ 原告は、Ｋに対し、ツアー催行の有無を、出発日の１４日前までに通知する（５条（４））。 



18 

ｇ Ｋは、利用代金をツアーごとにまとめて原告に請求し、原告は、１週間以内に、利用

代金をＫの指定する口座に入金する（６条）。 

ｈ 原告は、Ｋに対し、事前に１００万円のデポジット（預り金）を送金し、原告が上記

ｇの支払を怠った場合、Ｋは、原告のデポジットにより相殺する（７条）。 

オ 原告がＢ社に対して交付していた手配確定書等の内容 

（ア）原告がＢ社に対して交付していた手配確定書には、手配確定書を交付する時点における

本件訪日ツアーの日程（出発及び到着の航空便、時刻、観光地等）、行事条件（食事の内

容、宿泊機関名及び用いる交通手段）等の本件訪日ツアーの概要が具体的に記載されてい

た。（乙１８） 

（イ）原告がＢ社に対して交付していた指示書には、Ｂ社が設定するツアーコード、本件訪日

ツアーにおける原告からＢ社に対する請求金額のほか、参加者数、行程、飲食施設、飲食

内容、宿泊機関、交通機関、注意事項等の本件訪日ツアーの詳細な内容が具体的に記載さ

れていた。また、原告の電話番号と原告の担当者の携帯電話番号も記載されていた。（乙

１９、原告代表者） 

カ Ｂ社のイントラネット上のウェブページの内容 

 Ｂ社のイントラネット上のウェブページには、行程、所要時間、観光内容、飲料の提供、

宿泊機関等の本件訪日ツアーの詳細な内容が具体的に掲載されていた。また、現地緊急連絡

先として原告の代表電話番号が掲載されていた。（乙２０、原告代表者） 

キ 各種サービス機関が作成した残高表等の内容 

 各種サービス提供機関が作成した残高表等には、次のような表記がある。 

（ア）Ｆが作成した残高表においては、Ｆが原告から支払を受けるべき金額について「利用金

額」とされている。（甲２１） 

（イ）Ｋが作成した請求書においては、Ｋが原告から支払を受けるべき金額について、「ご利

用代金」あるいは「ご宿泊代」とされている。添付の利用明細書においても、請求の項目

について、「ご宿泊代」とされている。（甲２２） 

（ウ）Ｅが作成した請求確認表においては、Ｅが原告から支払を受けるべき金額について、「乗

船代」あるいは「お食事代」とされている。（甲２４） 

（エ）Ｊが作成した請求書においては、Ｊが原告から支払を受けるべき金額について、「宿泊

代」とされている。（甲３２の１、３３の１、３４の１） 

ク 本件取引に係る原告の経理処理 

（ア）原告は、本件取引に係る会計について、会計ソフトである弥生会計に入力して、次のと

おり、管理及び処理をしていた。（乙１６、１７、２５） 

ａ 原告は、本件訪日ツアー毎にツアーコードを設定し、本件取引に係るＢ社に対する売

上げは、仕訳日記帳において摘要欄にツアーコードを記載して本件訪日ツアー毎に、そ

の出発日を基準として、本件訪日ツアーに係るＢ社に対する請求額をもって、売上計上

をしていた。 

ｂ 原告は、本件取引に係る仕入れも、仕入高の仕訳日記帳において摘要欄にツアーコー

ドを記載して本件訪日ツアー毎に管理し、さらに、本件訪日ツアーの行程において原告

が本件契約書等に基づいて各種サービス提供機関に対して支払う金額が、相手先ごとに、

補助科目として相手先名及び名目（「入場料」、「ホテル」等）を付した上で計上されて
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いた。 

ｃ 原告の本件取引に係る損益表は、本件訪日ツアー毎に、原告がＢ社に対して請求する

金額（売上金として弥生会計に計上している金額と同額）と、原告が本件契約書等に基

づいて各種サービス提供機関に対して支払う金額の合計額（仕入高として弥生会計に計

上している金額と同額）とを対応させて、損益額が計算されていた。 

ｄ 原告は、仕訳日記帳において、仕入高について消費税区分の入力を個別に行っており、

当該仕入高が消費税の課税対象であるか課税対象外であるかを区別し、当該仕入高に含

まれる消費税等相当額等が入力されていた。 

（イ）本件訪日ツアーの行程中、ツアーガイドが支払をする際には、原告名で領収書を受領す

ることとされていた。（乙１９） 

ケ 税務調査における原告代表者及び原告の次長の答述 

 本件調査報告書によれば、原告代表者及び原告の次長は、本件各更正処分及び本件各賦課

決定処分に係る税務調査において、次のとおり答述していた。（乙１６） 

（ア）原告は、Ｂ社が企画主催する本件訪日ツアーについて、国内のレストラン、ホテル、バ

ス等の手配をして、ユニット商品としてＢ社に販売するビジネスを行っている。 

（イ）原告は、Ｂ社が本件訪日旅行客と旅行契約を締結するＢ社の主催する本件訪日ツアーに

ついて、国内分を企画して本件旅行パッケージ商品としてＢ社に提案し、販売している。

航空券は、Ｂ社が航空会社等から仕入れている。 

（ウ）原告は、Ｂ社との間で、本件業務提携契約書及び本件業務提携付属約定書を作成してい

る。本件業務提携契約書における自体的に企画し提案するとは、原告が、本件訪日ツアー

の国内分の企画、製作を行い、Ｂ社に提案する、すなわち、原告が各種サービス提供機関

との間で、送客契約の締結に係る本件契約書等を作成するなどして、本件旅行パッケージ

商品を企画、開発して提案し、Ｂ社に本件訪日ツアーの募集を行ってもらっているという

ことである。 

（エ）Ｂ社への販売価格は、原告が、食事代、ホテル代等のコストを積み上げた金額に原告の

利益分を乗せてＢ社に対して提案し、最終的にはＢ社との話合いで決定する。原告は、Ｂ

社に積算書類等を提出しておらず、原告の利益分をＢ社に示すことはない。決定した販売

価格は、原告が指示書に記載してＢ社へ送付する。 

（オ）上記（エ）の指示書とは、原告において、本件訪日ツアーのうち催行が決定したものに

ついて、出発日までに、一人当たりの単価、人数、合計金額を記載してＢ社へ送付するも

のであり、Ｂ社は、指示書を受領することにより原告からの請求金額を確認する。また、

指示書には、本件訪日ツアーの日程等が記載されているので、Ｂ社のツアーガイドに交付

され、本件訪日ツアーの実施マニュアルとしても使用されている。 

（カ）本件取引に係る売上げは、原告の主力業務に係る売上げであり、本件訪日ツアーごとに

損益を出して集計している。原告は、本件取引に係る売上計上及び仕入計上の基準日を本

件訪日ツアーの出発日としているが、Ｂ社に対する請求書は、数箇月分まとめて一括で提

出している。 

コ Ｍ国の法令及びＢ社の「顧客不満処理指針及び手順」 

（ア）Ｍ国の民法によれば、旅行契約は、旅行給付を内容とする旅行業者と旅行者との間の契

約であり、旅行業者が飲食、宿泊、運送の提供、名勝地、遺跡、博物館等の探訪、観光案
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内、出入国手続等を含む包括的な行為である包括的な旅行給付を提供し、その給付に対し

て旅行者が包括代金を支払うことを内容とする契約である。旅行業者は、旅行契約に基づ

き、旅行者が宿泊、運送、観光等のサービスの提供を受けられるように一切の旅行計画を

企画、主催して、これを実施し、旅行者は、その対価である旅行代金を支払うこととなる。 

 また、旅行業者は、瑕疵のない完全な旅行を履行する義務を負い、旅行給付に瑕疵があ

るときは、その帰責事由を問わず、その瑕疵に対する担保責任を負うこととなり、さらに、

旅行契約上の付随義務として旅行者の生命、身体、財産等の安全を確保するために、旅行

の目的地、旅行日程等に関してあらかじめ十分に調査、検討して、専門業者としての合理

的な判断を行い、旅行中に発生するおそれのある危険に対して合理的な対策をとる信義則

上の義務を負うものと解釈されている。（甲３９、４１） 

（イ）観光振興法は、観光事業者は、当該事業に関連し事故が発生した場合又は観光客に損害

が発生した場合には、文化体育観光部令で定めるところにより、被害者に保険金を支給す

ることを内容とする保険又は共済に加入する等しなければならないと規定している（９

条）。（甲３８） 

（ウ）Ｂ社は、２００２年（平成１４年）４月１日、「顧客不満処理指針及び手順」（以下「本

件指針等」という。）を作成し、Ｂ社の企画する商品及びサービスを提供するに当たって

の顧客に対するＢ社の法律及び約定上の責任を規定し、顧客に対する信頼の維持と回復の

ための最低限の指針を定めているところ、これによれば、顧客の不満は、出発前は営業部、

行事中は営業部及び担当手配チーム、帰国後は顧客満足部が対処することとされており、

現地行事中の日程変更には顧客の同意が必要であり、観光地の抜け落ちは禁止されるとし、

確定日程表に明示された宿泊先等が変更された場合等は、顧客に対して補償することなど

が明示されている。（甲４２） 

（２）検討 

ア 原告とＢ社との関係について 

（ア）前記認定事実によれば、本件業務提携契約書において、①本件業務提携契約は、顧客に

事前に約束された日程及び条件について現地サービスを充実させ正確に提供することに

より、顧客の満足を創出し、原告とＢ社の共同発展と相互利益を図ることを目的とすると

され、②Ｂ社は、Ｍ国内の旅行ホールセラーとして旅行客を募集して日本に送客し、日本

への送客のため、必要なマーケティング及び販売業務を遂行し、現地での円滑なランドサ

ービスのため、旅客情報を正確に告知する義務があるとされ、③原告は、「自体的に」企

画、製作した旅行商品をＢ社に販売してサービスを提供し、Ｂ社との行事条件と契約内容

を誠実に履行する義務があり、商品提供の進行中に起きた問題についても、Ｂ社に告知す

ると同時に、問題解決のためＢ社と協力して最善を尽くし、過失がある場合は責任を負い、

損害について補償するとされ、④商品代金の決済は、原則的に、行事終了後、Ｂ社が原告

に送金するとされていた（前記（１）イ）。 

（イ）また、前記認定事実によれば、本件業務提携付属約定書において、①原告は、Ｂ社のイ

ントラネット上の当該商品日程を徹底的に確認し、日程の変更がある場合は、即時Ｂ社に

告知して確定日程表に反映するようにし、これを履行しない場合に生じる問題について責

任を負うとされ、②原告は、手配確定書を事前にＢ社に提出することを原則とするとされ、

③Ｂ社は、顧客の購買した物品について一切責任がなく、原告が現地ショッピングの全て
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の責任を持つとされ、④原告は、現地で進行される全ての旅行日程において発生する事故

により顧客に発生した被害を賠償する保険に加入し、また、予想することができなかった

不意の事故により顧客が被害を受けた場合、直ちにそれに適切な救急対処案を設け、施行

し、Ｂ社にその事実を告知し、Ｂ社の要請事項に最善を尽くし、履行し、顧客の安全のた

めにその被害を極小化するよう全ての措置をとるとされていた（前記（１）ウ）。 

（ウ）さらに、前記認定事実によれば、①原告がＢ社に対して交付している手配確定書には、

手配確定書を送付する時点における本件訪日ツアーの日程、行事条件等の本件訪日ツアー

の概要が具体的に記載されており、②原告がＢ社に対して交付している指示書には、Ｂ社

が設定するツアーコード、本件訪日ツアーにおける原告からＢ社に対する請求金額のほか、

参加者数、行程、飲食施設、飲食内容、宿泊機関、交通機関及び注意事項など、本件訪日

ツアーの詳細な内容が具体的に記載されている上、原告の電話番号と原告の担当者の携帯

電話番号も記載されており、③Ｂ社のイントラネット上のウェブページには、本件訪日ツ

アーの現地緊急連絡先として原告の代表電話番号が掲載されていた（前記（１）オ、カ）。 

（エ）以上の点に鑑みれば、原告とＢ社との関係は、Ｂ社が、本件訪日ツアーを主催し、本件

訪日旅行客を募集して、本件訪日旅行客を日本に送客し、各種サービス提供機関による本

件訪日旅行客に対する役務の提供に必要な情報を提供する役割を担い、一方、原告は、本

件訪日ツアーのうち、国内の旅程部分の日程、本件訪日旅行客が受けることができる飲食、

宿泊、運送等の役務の内容、Ｂ社が支払うべき対価に関する事項を定めた旅行に関する計

画を作成し、国内における飲食、宿泊、運送等の役務を確保し、本件訪日旅行客に対して

確実に提供する役割を担い、さらに、原告が本件訪日旅行客に対して国内における飲食、

宿泊、運送等の役務を確保し、提供した対価として、役務の提供の完了後である行事終了

後に代金の支払を受けるものであると認められる。 

 そして、上記認定は、おおむね本件取引に係る原告の経理処理（前記（１）ク）や税務

調査における原告代表者及び原告の次長の答述（前記（１）ケ）とも矛盾しないものであ

る。 

イ 原告と各種サービス提供機関との関係について 

（ア）前記認定事実によれば、原告とＦとの間の旅客あっせん契約書においては、①原告は、

Ｆに対し、旅客をあっせんし、Ｆは、原告のあっせんする旅客に対し、サービスの向上等

に努めるとされ、②Ｆは、原告に対し、原告のあっせんした旅客がＦが経営する施設で昼

食を取った場合には、一定の率の販売手数料を負担するとされ、③原告は、前払金として

所定の金額をＦに送金し、Ｆは、残金額が少なくなったら、原告に送金を依頼するとされ、

④原告は、予約が取り消された場合には、一定の違約金を支払うとされていた（前記（１）

エ（ウ））。 

 また、原告とＫとの間の覚書においては、①同覚書は、Ｋへの送客についての覚書であ

るとされ、②Ｋは、原告が送客する外国人旅行客について、一定の料金で受け入れるとさ

れ、③Ｋホテルは、原告に対し、一定の旅客手数料を支払うとされ、④一定の日以降の解

除について、原告のＫに対する一定のキャンセル料が発生し、原告は、Ｋに対し、ツアー

催行の有無を前もって通知するとされ、⑤Ｋは、原告に対し、利用代金を請求し、原告は、

利用代金をＫの指定する口座に入金するとされ、⑥原告は、Ｋに対し、事前にデポジット

を送金するとされていた（前記（１）エ（キ））。 



22 

 そして、原告とＥとの間の覚書においても、①同覚書は、原告が実施するツアーの旅客

が、Ｅが経営する施設を利用することについての覚書であるとされ、②Ｅは、原告の旅客

をＥの施設において受け入れ、Ｅの施設において原告が利用する際の運賃及び料金は、事

前に取り決めた金額を適用するとされ、③当日のやむを得ない状況により原告の旅客がＥ

の施設に来店することができなかった場合のキャンセル料の負担は、双方で協議を行うと

され、④原告は、Ｅにデポジットを入金するとされ、⑤Ｅは、原告の利用代金を、原告と

の確認後、デポジットにより相殺するとされていた（前記（１）エ（イ））。 

（イ）前記認定事実によれば、原告が他の各種サービス提供機関との間で作成した本件契約書

等もおおむね同様の内容となっていた（前記（１）エ（ア）、（エ）、（オ）、（カ））。 

（ウ）さらに、前記認定事実によれば、①Ｆが作成した残高表においては、Ｆが原告から支払

を受けるべき金額について、「利用金額」とされ、②Ｋが作成した請求書においては、Ｋ

が原告から支払を受けるべき金額について、「ご利用代金」あるいは「ご宿泊代」とされ、

添付の利用明細書も、請求の項目について、「ご宿泊代」とされ、③Ｅが作成した請求確

認表においては、Ｅが原告から支払を受けるべき金額について、「乗船代」あるいは「お

食事代」とされ、④Ｊが作成した請求書においては、Ｊが原告から支払を受けるべき金額

について、「宿泊代」とされていた（前記（１）キ）。 

（エ）以上の点に鑑みれば、原告と各種サービス提供機関との関係は、各種サービス提供機関

が、原告があっせんないし送客する本件訪日旅行客に対して飲食、宿泊、運送等の国内に

おける役務を提供し、原告は、当該サービスの提供に係る対価を、自ら負担すべきものと

して各種サービス提供機関に支払うものであると認められる。 

 そして、上記認定は、おおむね本件取引に係る原告の経理処理（前記（１）ク）や税務

調査における原告代表者及び原告の次長の答述（前記（１）ケ）とも矛盾しないものであ

る。 

ウ 小括 

 以上の原告とＢ社との関係及び原告と各サービス提供機関との関係を総合すれば、原告は、

本件訪日ツアーのうち、国内の旅程部分の日程、本件訪日旅行客が受けることができる飲食、

宿泊、運送等の役務の内容、Ｂ社が支払うべき対価に関する事項を定めた旅行に関する計画

を作成し、自己の計算において、各種サービス提供機関との間で、本件訪日旅行客に提供す

るために必要と見込まれる役務の提供に係る契約を締結していたものであり、原告は、Ｂ社

から、行事終了後に、各種サービス提供機関により本件訪日旅行客に対して飲食、宿泊、運

送等の役務を提供したことの対価を受けているものである（旅行業法２条１項１号及び２号

参照）。 

 そうであるとすれば、本件取引は、原告が、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に対して各種

サービス提供機関による役務の提供という方法により国内における飲食、宿泊、運送等の役

務を提供する」という役務を提供するものであると解するのが相当である。 

エ 本件業務提携契約書等の信用性 

 原告は、本件業務提携契約書、本件業務提携付属約定書、本件契約書等の各文言と現実の

具体的な取引には多くの異なる部分があるとか、本件調査報告書は、原告代表者等の答述内

容を正確に記載していないなどと主張する。 

 しかしながら、本件業務提携契約書、本件業務提携付属約定書及び本件契約書等は、特段
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の事情のない限り、原告とＢ社あるいは原告と各種サービス提供機関との間で合意した内容

を反映したものと推認するのが相当である。仮に、現実の取引内容について実情と異なる部

分があれば、通常であれば改定が行われるはずであるところ、本件全証拠によっても、この

ような改定が行われた事実は認められない。なお、原告以外の他の会社とＢ社の契約書の体

裁が、本件業務提携契約書や本件業務提携付属約定書と異なっているとしても（甲６２参照）、

そのこと自体は、本件取引の内容が本件業務提携契約書や本件業務提携付属約定書と異なる

ことを裏付けるものではない。 

 本件調査報告書についてみても、その記載に誤りがあるとか、本件答述自体に誤解があっ

たといったことをうかがわせるような具体的な事情は何ら存しない。 

 したがって、原告の主張は採用することができない。 

（３）本件取引が本件旅行パッケージ商品の販売であるとの原告の主張について 

ア 原告は、本件取引は、原告があらかじめ一定数かつ一定条件で各種サービス提供機関から

飲食、宿泊、運送等のサービス利用権を確保し、Ｂ社に対し、無形資産であるサービス利用

権を組み合わせて組成された本件旅行パッケージ商品を販売するものである旨主張する。 

イ しかしながら、原告の主張するサービス利用権の具体的内容は、本件業務提携契約書や本

件業務提携付属約定書、更には手配確定書や指示書によっても不明であるし、本件契約書等

においても、サービス利用権について何ら記載がないものである（前記（１）イないしオ）。

なにより、サービス利用権やこれを組み合わせて組成された本件旅行パッケージ商品といっ

た概念自体、極めて暖味なものであるというほかない。 

 また、前記認定事実によれば、原告は、本件訪日ツアーの催行中にも様々な義務を負って

おり、これらの義務は、各種サービス提供機関による役務の提供の手配ミス等の、単に本件

旅行パッケージ商品そのものから発生する瑕疵に基づく義務にとどまるものではない（前記

（１）イ（カ）、（キ）、ウ（カ）ないし（ケ））。 

 前記認定事実によれば、原告が各種サービス提供機関との間で固定料金を定めていること

が認められるが（前記（１）エ（ア）、（エ）ないし（カ））、そのこと自体は、各種サービス

提供機関との間の役務の提供の対価の定め方にすぎず、本件取引を役務の提供と考えること

と両立するものである。また、原告が本件取引において売上総損益の段階で赤字となるリス

クを負担していることも、本件取引の性質及び内容が前記（２）ウのとおりのものであると

すれば、当然、原告はサービス提供機関との交渉の結果、赤字となるリスクを負担している

ものといえるのであるから、本件取引が資産の譲渡であることを裏付けるものではない。 

ウ さらに、前記認定事実によれば、Ｂ社は、Ｍ国の法令や本件指針等により本件訪日旅行客

に対し、飲食、宿泊、運送等の役務の提供に関し第一次的な義務ないし責任を負っていると

認められるが（前記（１）コ）、このことは、原告が何らの責任を負わないことを意味する

ものとはいえず、原告が第二次的に、あるいはＢ社と併存的に本件訪日旅行客に対し義務を

負うことはあり得るものということができる。 

エ むしろ、本件取引は、前記（２）ウのとおり、原告が、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に

対して各種サービス提供機関による役務の提供という方法により国内における飲食、宿泊、

運送等の役務を提供する」という役務を提供するものと解するべきであり、原告の主張は採

用することができない。 

３ 争点（１）（消費税法７条１項１号該当性）について 
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（１）消費税法４条１項は、国内において事業者が行った資産の譲渡等には、消費税を課する旨規

定し、同法５条１項は、事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等につき、消費税を納

める義務がある旨規定しているところ、同法２条１項８号は、資産の譲渡等とは、事業として

対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいう旨規定している。 

 この点、同法７条１項１号は、「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け」と

していることから、同号に該当するためには、本件取引が「資産の譲渡又は貸付け」である必

要がある。 

 前記２で検討したとおり、本件取引は、原告が、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に対して各

種サービス提供機関による役務の提供という方法により国内における飲食、宿泊、運送等の役

務を提供する」という役務を提供するものであるから、同号の「資産の譲渡又は貸付け」に当

たらず、同号の輸出免税取引に該当しない。 

（２）ア 原告は、本件取引が消費税法７条１項１号に該当すると主張するところ、本件取引は、

無形資産であるサービス利用権を組み合わせて組成された本件旅行パッケージ商品の販

売である旨主張する。 

 そこで、仮に、本件取引が無形資産である本件旅行パッケージ商品の販売であるとして、

同号の「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け」に当たるか否かを念のた

め検討することとする。 

イ 「輸出」という語は、外国為替及び外国貿易法、輸出貿易管理令、輸出入取引法などの

各種法令で用いられており、一般には、貨物を本邦以外の外国に向けて送り出すこと、す

なわち、外国に仕向けられた船舶又は航空機に積み込むことを指すとされている（甲１５

参照）。関税法では、特に、内国貨物を外国に向けて送り出すことを「輸出」としている

が（同法２条１項２号）、これは、保税地域からの外国貨物の積戻し（同法７５条）と区

別するための定義規定であり、内国貨物の「輸出」に限っていえば、上記のような一般的

な意義と異なるものではない。消費税法７条１項１号にいう「輸出」も、同法中に特に定

義規定が置かれていないことから、上記のような一般的な意義を有する語として用いられ

ているものと解される。 

 このように「輸出」とは、貨物を外国に仕向けられた船舶又は航空機に積み込むことを

いうのであり、船舶又は航空機への積込みという貨物の物理的な移転行為を捉えた概念で

あるから、同号にいう「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け」とは、資

産を譲渡し又は貸し付ける取引のうち、当該資産を外国に仕向けられた船舶又は航空機に

積み込むことによって当該資産の引渡しが行われるものをいうと解するのが相当である。 

ウ 上記のとおり、「輸出」とは、船舶又は航空機への積込みという貨物の物理的な移転行

為を捉えた概念であるから、無形資産については「輸出」を観念し得ないというべきであ

る。このことは、無体財産権（鉱業権、特許権、著作権、営業権等）の譲渡又は貸付けで、

非居住者に対して行われるものを輸出免税とする旨規定している消費税法施行令１７条

２項６号が、その規定中に「輸出」という文言を使用していないことからも裏付けられる。 

 実質的に考えても、無形資産については、本邦から輸出されたかどうかとのメルクマー

ルが極めて曖昧なものである。原告は、Ｂ社が国内に支店、出張所その他の事務所を有し

ていないことを捉えて輸出がされたと主張するが、このメルクマール自体極めて間接的な

ものであって、このメルクマールからは輸出が行われた時期すら特定できないものである。 
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エ 以上によれば、本件取引の性質及び内容について原告の主張を前提としたとしても、本

件取引が消費税法７条１項１号の輸出免税取引に該当すると認めることはできない。 

４ 争点（２）（消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号該当性） 

（１）本件取引が消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号に該当するか否かについ

て検討するに、同号は、同法７条１項５号の政令で定める資産の譲渡等として、同施行令６条

１項４号から７号までに掲げる資産の譲渡又は貸付けで非居住者に対して行われるものを規

定しているところ、前記２のとおり、原告は、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に対して各種サ

ービス提供機関による役務の提供という方法により国内における飲食、宿泊、運送等の役務を

提供する」という役務を提供するものであるから、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１

７条２項６号の「資産の譲渡又は貸付け」に当たらない。 

 したがって、本件取引は、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項６号の輸出免

税取引に該当しない。 

（２）また、仮に原告の主張するように、本件取引が無形資産である本件旅行パッケージ商品の販

売であるとしても、本件旅行パッケージ商品は、消費税法施行令６条１項４号から７号までに

掲げる資産の譲渡には当たらない。 

 すなわち、確かに、原告の主張するように、クレジットが同項５号に掲げる特許権等の特定

の資産に準じるものとして、その取引が輸出免税取引に該当し得ることを認めた国税庁の回答

はあるものの、この回答は、同項４号から７号までに掲げられた資産以外の無形資産を広く含

むことを認めたものと解することはできないし、前記２（３）イでも説示したとおり、原告の

主張するサービス利用権及び本件旅行パッケージ商品という概念は極めて曖昧なものといわ

ざるを得ず、クレジットの場合と同様に考えることはできないというべきである。 

 したがって、仮に本件取引が本件旅行パッケージ商品という無形資産の譲渡であったとして

も、消費税法７条１項５号、消費税法１７条２項６号の輸出免税取引に該当すると認めること

はできない。 

５ 争点（３）（消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号該当性） 

（１）本件取引が、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号に該当するか否かにつ

いて検討するに、同号ハは、非居住者に対して行われる役務の提供で、国内に所在する資産に

係る運送又は保管及び国内における飲食又は宿泊に準ずるもので、国内において直接便益を享

受するものについては、輸出免税取引に該当しない旨規定している。 

 そして、同号ハが上記のものを輸出免税取引から除外しているのは、これが国境をまたがな

い、正に国内において消費されるサービスであり、輸出と捉え得るものではないという点にあ

ることに加え、消費税が事業者から消費者に提供される物品、サービスの消費全体に広く薄く

税負担を求める租税であることに鑑みると、同号ハの範囲を殊更限定的に解釈するのは相当で

はなく、国内に所在する資産に係る運送又は保管及び国内における飲食又は宿泊に類するもの

であり、かつ、国内において消費されるサービスについて、広く同号ハに該当するというべき

である。 

 この点、消費税法基本通達７－２－１６（乙３０）は、消費税法施行令１７条２項７号にお

いて輸出免税の対象となるものから除かれる非居住者に対する役務の提供として、①国内に所

在する資産に係る運送や保管、②国内に所在する不動産の管理や修理、③建物の建築請負、④

電車、バス、タクシー等による旅客の運送、⑤国内における飲食又は宿泊、⑥理容又は美容、
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⑦医療又は療養、⑧劇場、映画館等の興行場における観劇等の役務の提供、⑨国内間の電話、

郵便又は信書便及び⑩日本語学校等における語学教育等に係る役務の提供を挙げているとこ

ろ、これらは飽くまでも例示であって、輸出免税の対象となるものから除かれる非居住者に対

する役務の提供がこれら又はこれらに類するものに限られるものとはいえない。 

（２）前記２（２）ウのとおり、本件取引は、原告が、Ｂ社に対し、「本件訪日旅行客に対して各

種サービス提供機関による役務の提供という方法により国内における飲食、宿泊、運送等の役

務を提供する」という役務を提供するものである。 

 したがって、本件取引は、非居住者であるＢ社に対して行われる役務の提供である。また、

「本件訪日旅行客に対して各種サービス提供機関による役務の提供という方法により国内に

おける飲食、宿泊、運送等の役務を提供する」という役務は、国内に所在する資産に係る運送

又は保管及び国内における飲食又は宿泊に類するものであり、かつ、国内において消費される

サービスであるということができるから、同号ハに該当するというべきである。 

（３）以上によれば、本件取引は、消費税法７条１項５号、消費税法施行令１７条２項７号の輸出

免税取引に該当しない。 

６ 争点（４）（理由の差替えの可否）について 

（１）課税処分の取消しの訴えにおける審判の対象は、当該課税処分により課された税額の適否で

あり、その税額が総額において適正な税額を超えるものでなければ、当該課税処分は適法なも

のということができること及び本件各更正処分が消費税等に係る更正処分であり、理由の付記

が求められない処分であることからすれば、被告ないし処分行政庁は、本件訴訟において、納

税者に格別不利益を与える等の特段の事情のない限り、本件各更正処分に係る処分時の処分理

由と異なる理由を主張することができ、本件各更正処分の段階において考慮されなかった事実

を新たに主張することも許されるものである。 

（２）これを本件についてみるに、確かに、被告ないし処分行政庁は、本件取引における役務の提

供の相手方や非居住者に対する役務の提供の内容について、その主張を変遷させてはいるが、

一貫して、これが「資産の譲渡」ではなく「役務の提供」であるとした上で、消費税法施行令

１７条２項７号の規定に基づき輸出免税取引とはならない旨主張しているのであって、納税者

に格別不利益を与える等の特段の事情も認められない。 

（３）したがって、本件において理由の差替えは許されないとする原告の主張は採用することはで

きない。 

７ 本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の適法性 

（１）以上のとおり、本件取引は、消費税法施行令１７条２項７号ハにより輸出免税取引に該当し

ないから、本件取引の対価の額である本件訪日ツアーに係る原告のＢ社に対する売上金額（た

だし、消費税等の額を除く。）は消費税等の課税標準額に算入すべきこととなり、これにより

算出した原告の本件各課税期間に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、別紙２の

（１）のとおりであると認められ（乙２４、弁論の全趣旨）、これらの各金額及び各税額は本

件各更正処分における原告の本件各課税期間に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税

額を上回るから、本件各更正処分はいずれも適法である。 

（２）また、上記のとおり本件各更正処分は適法であるところ、本件各賦課決定処分において過少

申告加算税の対象とした各税額の計算の基礎となった各事実が本件各更正処分前における各

税額の計算の基礎とされなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する正当な理由
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があると認められるものがあるとは認められないから、原告の本件各課税期間に係る各過少申

告加算税の額は、別紙２の（２）のとおりであると認められ、いずれも本件各賦課決定処分に

おける各過少申告加算税の額と同額であるから、本件各賦課決定処分もいずれも適法である。 

（３）したがって、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分はいずれも適法である。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決す

る。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 増田 稔 

   裁判官 齊藤 充洋 

   裁判官 佐野 義孝 
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別紙１ 

関係法令の定め 

 

（１）消費税法 

ア 消費税法２条１項８号は、同法において、資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行わ

れる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいう旨規定し、同項９号は、同法において、

課税資産の譲渡等とは、資産の譲渡等のうち、同法６条１項の規定により消費税を課さない

こととされるもの以外のものをいう旨規定し、同項１２号は、同法において、課税仕入れと

は、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供

を受けることをいう旨規定している。 

イ 消費税法４条１項は、国内において事業者が行った資産の譲渡等には、消費税を課する旨、

同条３項１号は、資産の譲渡等が国内において行われたかどうかの判定は、資産の譲渡又は

貸付けである場合は、当該譲渡又は貸付けが行われる時において当該資産が所在していた場

所（当該資産が船舶、航空機、鉱業権、特許権、著作権、国債証券、株券その他の政令で定

めるものである場合には、政令で定める場所）が国内にあるかどうかにより行うものとする

旨規定している。 

ウ 消費税法５条１項は、事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等につき、消費税を

納める義務がある旨規定している。 

エ 消費税法７条１項は、事業者が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、次に掲げるも

のに該当するものについては、消費税を免除する旨規定し、同条２項は、同条１項の規定は、

その課税資産の譲渡等が同項各号に掲げる資産の譲渡等に該当するものであることにつき、

財務省令で定めるところにより証明がされたものでない場合には、適用しない旨規定してい

る。 

（ア）本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け（１号） 

（イ）外国貨物の譲渡又は貸付け（２号） 

（ウ）国内及び国内以外の地域にわたって行われる旅客若しくは貨物の輸送又は通信（３号） 

（エ）専ら前号に規定する輸送の用に供される船舶又は航空機の譲渡若しくは貸付け又は修理

で政令で定めるもの（４号） 

（オ）前各号に掲げる資産の譲渡等に類するものとして政令で定めるもの（５号） 

オ 消費税法２８条本文は、課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等

の対価の額とする旨規定している。 

（２）消費税法施行令（平成２３年政令第１９８号による改正前のもの。以下同じ。） 

ア 消費税法施行令１条２項１号は、同施行令において、居住者とは外国為替及び外国貿易法

６条１項５号に規定する居住者をいう旨規定しており、同施行令１条２項２号は、同施行令

において、非居住者とは、外国為替及び外国貿易法６条１項６号に規定する非居住者をいう

旨規定している。 

イ 消費税法施行令６条１項４号ないし７号は、消費税法４条３項１号に規定する政令で定め

る資産は、鉱業権若しくは租鉱権又は採石権その他土石を採掘し、若しくは採取する権利（４

号）、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権又は育成者権（これらの権利

を利用する権利を含む。）（５号）、著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずる権利
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を含む。）又は特別の技術による生産方式及びこれに準ずるもの（６号）及び営業権又は漁

業権若しくは入漁権（７号）とする旨規定している。 

ウ 消費税法施行令１７条２項は、消費税法７条１項５号に規定する政令で定めるものは、同

施行令１７条２項各号に掲げる資産の譲渡等とする旨規定し、その６号において、同施行令

６条１項４号から７号までに掲げる資産の譲渡又は貸付けで非居住者に対して行われるも

のを、その７号において、同法７条１項３号、同施行令１７条１項３号及び同条２項１号か

ら５号に掲げるもののほか、非居住者に対して行われる役務の提供で次のもの以外のものと

する旨規定している。 

（ア）国内に所在する資産に係る運送又は保管（イ） 

（イ）国内における飲食又は宿泊（ロ） 

（ウ）イ及びロに掲げるものに準ずるもので、国内において直接便益を享受するもの（ハ） 

（３）消費税法施行規則 

 消費税法施行規則５条１項は、消費税法７条２項に規定する財務省令で定めるところにより

証明がされたものは、同条１項に規定する課税資産の譲渡等のうち同項各号に掲げる資産の譲

渡等に該当するものを行った事業者が、当該課税資産の譲渡等につき、同規則５条１項各号に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める書類又は帳簿を整理し、当該課税資産の譲渡等を行

った日の属する課税期間の末日の翌日から２月（清算中の法人について残余財産が確定した場

合には１月とする。）を経過した日から７年間、これを納税地又はその取引に係る事務所、事

業所その他これらに準ずるもの（以下この項において「事務所等」という。）の所在地に保存

することにより証明がされたものとする旨規定し、その１号及び４号において次のとおり規定

している。 

ア 消費税法７条１項１号に掲げる輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け（船舶及び航空

機の貸付けを除く。）である場合（次号に掲げる場合を除く。）当該資産の輸出に係る税関長

から交付を受ける輸出の許可（関税法６７条に規定する輸出の許可をいう。）若しくは積込

みの承認（同法２３条２項の規定により同項に規定する船舶又は航空機（本邦の船舶又は航

空機を除く。）に当該資産を積み込むことについての同項の承認をいう。）があったことを証

する書類又は当該資産の輸出の事実を当該税関長が証明した書類で、次に掲げる事項が記載

されたもの（１号） 

（ア）当該資産を輸出した事業者の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は事務所等の所在地

（以下この条において「住所等」という。）（イ） 

（イ）当該資産の輸出の年月日（ロ） 

（ウ）当該資産の品名並びに品名ごとの数量及び価額（ハ） 

（エ）当該資産の仕向地（ニ） 

イ 消費税法７条１項各号に掲げる資産の譲渡等のうち、前３号に規定する資産の譲渡等以外

の資産の譲渡等である場合 当該資産の譲渡等を行った相手方との契約書その他の書類で

次に掲げる事項が記載されているもの（４号） 

（ア）当該資産の譲渡等を行った事業者の氏名又は名称及び当該事業者のその取引に係る住所

等（当該資産の譲渡等が消費税法施行令６条２項６号に掲げる役務の提供である場合には、

同号に定める場所を含む。）（イ） 

（イ）当該資産の譲渡等を行った年月日（ロ） 



30 

（ウ）当該資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（ハ） 

（エ）当該資産の譲渡等の対価の額（ニ） 

（オ）当該資産の譲渡等の相手方の氏名又は名称及び当該相手方のその取引に係る住所等（ホ） 

（４）外国為替及び外国貿易法 

 外国為替及び外国貿易法６条１項５号は、居住者とは、本邦内に住所又は居所を有する自然

人及び本邦内に主たる事務所を有する法人をいい、非居住者の本邦内の支店、出張所その他の

事務所は、法律上代理権があると否とにかかわらず、その主たる事務所が外国にある場合にお

いても居住者とみなす旨規定しており、同項６号は、非居住者とは、居住者以外の自然人及び

法人をいう旨規定している。 
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別紙２ 

本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の適法性の根拠 

 

（１）本件各更正処分の適法性の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する、原告の本件各課税期間に係る消費税等の課税標準額及び

納付すべき税額は、別表２及び３のとおりであり、各項目の金額は、以下のとおりである。な

お、以下、「△」を付した金額はマイナスの金額（還付額等）を意味する。 

ア 平成１９年３月期更正処分 

 平成１９年３月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表２①欄） １６億０３７７万５０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額（ただし、国税通則法１１８条１

項の規定に基づき１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ６１８０万４４６４円 

 上記金額は、原告が平成１９年５月３１日に処分行政庁に提出した平成１９年３月期

の消費税等の確定申告書（乙１。以下「平成１９年３月期消費税等確定申告書」という。）

の付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １５億４１９７万１１６１円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１７億０５５８万０８８４円（乙１付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１６億１９０６万９７２０円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額７７０９万８５５９円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ６４１５万１０００円 

 上記金額は、消費税法２９条（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。以下同じ。）

の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ５９０５万６７０８円 

 上記金額は、消費税法３０条（平成２３年法律第８２号による改正前のもの。以下同じ。）

に基づき算出した金額であり、平成１９年３月期消費税等確定申告書の「控除対象仕入税

額」欄（乙１の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） ５０９万４２００円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額（ただし、国税通

則法１１９条１項に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てたもの。以下、納税額につ

いて同じ。）である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） ５０９万４２００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） １２７万３５００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。以
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下同じ。）の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分の２５を乗じて算出した金

額（ただし、地方税法制定附則９条の６第１項及び国税通則法１１９条１項に基づき１０

０円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下、納税額について同じ。）である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） ６３６万７７００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

イ 平成１９年６月期 

 平成１９年６月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表２①欄） １３億９１７８万２０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ６１８６万７９７０円 

 上記金額は、原告が平成１９年８月３１日に処分行政庁に提出した平成１９年６月期

の消費税等の確定申告書（乙２。以下「平成１９年６月期消費税等確定申告書」という。）

付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １３億２９９１万４１９０円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１５億０６７５万４４９４円（乙２付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１３億９６４０万９９００円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額６６４９万５７１０円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ５５６７万１２８０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ５４３５万３７５６円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、平成１９年６月期消費税等

確定申告書の「控除対象仕入税額」欄（乙２の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） １３１万７５００円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） １３１万７５００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） ３２万９３００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） １６４万６８００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

ウ 平成１９年９月期 

 平成１９年９月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 
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（ア）課税標準額（別表２①欄） １７億５３５２万５０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ６６５０万７５０７円 

 上記金額は、原告が平成１９年１１月３０日に処分行政庁に提出した平成１９年９月

期の消費税等の確定申告書（乙３。以下「平成１９年９月期消費税等確定申告書」とい

う。）付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １６億８７０１万８１０８円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１９億３２５５万２６４２円（乙３付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１７億７１３６万９０１４円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額８４３５万０９０６円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ７０１４万１０００円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ６８０３万４１８４円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、平成１９年９月期消費税等

確定申告書の「控除対象仕入税額」欄（乙３の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） ２１０万６８００円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） ２１０万６８００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） ５２万６７００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） ２６３万３５００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

エ 平成１９年１２月期 

 平成１９年１２月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりで

ある。 

（ア）課税標準額（別表２①欄） １６億８６２７万８０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ８６４１万５７２６円 

 上記金額は、原告が平成２０年２月２９日に処分行政庁に提出した平成１９年１２月

期の消費税等の確定申告書（乙４。以下「平成１９年１２月期消費税等確定申告書」と

いう。）付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １５億９９８６万３０３５円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿
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泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１８億１６８３万２７０８円（乙４付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１６億７９８５万６１８７円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額７９９９万３１５２円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ６７４５万１１２０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ６４７６万４６２６円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、平成１９年１２月期消費税

等確定申告書の「控除対象仕入税額」欄（乙４の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） ２６８万６４００円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） ２６８万６４００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） ６７万１６００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） ３３５万８０００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

オ 平成２０年３月期 

 平成２０年３月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表２①欄） １７億２６６８万３０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ６３４６万２８４０円 

 上記金額は、原告が平成２０年６月２日に処分行政庁に提出した平成２０年３月期の

消費税等の確定申告書（乙５。以下「平成２０年３月期消費税等確定申告書」という。）

付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １６億６３２２万０２８０円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１９億５０５０万０５９７円（乙５付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１７億４６３８万１２９５円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額８３１６万１０１５円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ６９０６万７３２０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 
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（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ６９９０万７１５１円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、平成２０年３月期消費税等

確定申告書の「控除対象仕入税額」欄（乙５の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） △８３万９８３１円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） △８３万９８３１円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） △２０万９９５７円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額（ただし、地方税法制定附則９条の７及び国税通則法１２０

条１項に基づき１円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下、還付額について同じ。）

である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） △１０４万９７８８円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

カ 平成２０年６月期 

 平成２０年６月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表２①欄） １４億８４７２万７０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ８６５９万２７４０円 

 上記金額は、原告が平成２０年８月２９日に処分行政庁に提出した平成２０年６月期

の消費税等の確定申告書（乙６。以下「平成２０年６月期消費税等確定申告書」という。）

付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １３億９８１３万５１７４円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１６億４７５７万５２０３円（乙６付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１４億６８０４万１９３３円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額６９９０万６７５９円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表２④欄） ５９３８万９０８０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表２⑤欄） ５８５３万８２６６円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、平成２０年６月期消費税等

確定申告書の「控除対象仕入税額」欄（乙６の１枚目④欄）に記載された金額である。 

（エ）差引税額（別表２⑥欄） ８５万０８００円 

 上記金額は、上記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表２⑦欄） ８５万０８００円 
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 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表２⑧欄） ２１万２７００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表２⑨欄） １０６万３５００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

キ 平成２０年９月期 

 平成２０年９月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表３①欄） １５億３１２３万６０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ２億４６７３万２６３６円 

 上記金額は、原告が平成２０年１２月１日に処分行政庁に提出した平成２０年９月期

の消費税等の確定申告書（乙７。以下「平成２０年９月期消費税等確定申告書」という。）

付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 １２億８４５０万４０８５円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額１６億２７１４万０８１０円（乙７付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額１３億４８７２万９２９０円について、当該

金額に含まれる消費税等相当額６４２２万５２０５円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表３④欄） ６１２４万９４４０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表３⑤欄） ５８１９万０１１２円 

 上記金額は、次のａの金額と、ｂの金額にｃの課税売上割合を乗じて算出した金額との

合計額である。 

ａ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げのみに要するもの（別表３⑥欄） 

 ５６９２万２８５１円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）にのみ要する課税仕入れ等の税額であり、平成２０年９月期消費

税等確定申告書（乙７）付表２⑭欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの

（別表３⑦欄） １３３万７９０９円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）と非課税売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する課税
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仕入れ等の税額の合計額であり、平成２０年９月期消費税等確定申告書（乙７）付表２

⑮欄に記載された金額と同額である。 

ｃ 課税売上割合（別表３⑧欄） ９４．７１９５２３９０９％ 

 上記割合は、消費税法３０条６項に規定する課税売上割合であり、次の（ａ）の金額

を（ｂ）の金額で除して算出したものである。 

（ａ）課税資産の譲渡等の対価の額（別表３⑨欄） １８億０９６４万８２４１円 

 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、次の

①及び②の金額の合計額である。 

① 課税標準額（別表３⑩欄） １５億３１２３万６７２１円 

 上記金額は、前記（ア）ａに記載した確定申告における課税標準額２億４６７３

万２６３６円及び前記（ア）ｂに記載した課税標準額に加算すべき金額１２億８４

５０万４０８５円の合計額である。 

② 免税売上額（別表３⑪欄） ２億７８４１万１５２０円 

 上記金額は、平成２０年９月期消費税等確定申告書（乙７）付表２②欄に免税売

上額として記載された金額１６億２７１４万０８１０円から、前記（ア）ｂに記載

した免税売上げとはならない金額１３億４８７２万９２９０円を減額した金額で

ある。 

（ｂ）資産の譲渡等の対価の額（別表３⑬欄） １９億１０５３万３５０６円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、前記（ａ）

に記載した課税資産の譲渡等の対価の額１８億０９６４万８２４１円及び平成２０

年９月期消費税等確定申告書（乙７）付表２⑥欄に非課税売上額として記載された金

額１億００８８万５２６５円の合計額である。 

（エ）差引税額（別表３⑭欄） ３０５万９３００円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表３⑮欄） ３０５万９３００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表３⑯欄） ７６万４８００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表３⑰欄） ３８２万４１００円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

ク 平成２０年１２月期 

 平成２０年１２月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりで

ある。 

（ア）課税標準額（別表３①欄） ７億０１６２万２０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ５４８３万７３３１円 

 上記金額は、原告が平成２１年３月２日に処分行政庁に提出した平成２０年１２月期

の消費税等の確定申告書（乙８。以下「平成２０年１２月期消費税等確定申告書」とい
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う。）付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 ６億４６７８万５２６５円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額８億５９２７万８８０１円（乙８付表２②欄）

のうちの免税売上げとはならない金額６億７９１２万４５２９円について、当該金額に

含まれる消費税等相当額３２３３万９２６４円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表３④欄） ２８０６万４８８０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表３⑤欄） ３２０７万７９０２円 

 上記金額は、次のａの金額と、ｂの金額にｃの課税売上割合を乗じて算出した金額との

合計額である。 

ａ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げのみに要するもの（別表３⑥欄） 

 ３０９０万６７３０円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）にのみ要する課税仕入れ等の税額であり、平成２０年１２月期消

費税等確定申告書（乙８）付表２⑭欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの

（別表３⑦欄） １３４万８４５８円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）と非課税売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する課税

仕入れ等の税額の合計額であり、平成２０年１２月期消費税等確定申告書（乙８）付表

２⑮欄に記載された金額と同額である。 

ｃ 課税売上割合（別表３⑧欄） ８６．８５２７３１１８９％ 

 上記割合は、消費税法３０条６項に規定する課税売上割合であり、次の（ａ）の金額

を（ｂ）の金額で除して算出したものである。 

（ａ）課税資産の譲渡等の対価の額（別表３⑨欄） ８億８１７７万６８６８円 

 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、次の

①及び②の金額の合計額である。 

① 課税標準額（別表３⑩欄） ７億０１６２万２５９６円 

 上記金額は、前記（ア）ａに記載した確定申告における課税標準額５４８３万７

３３１円及び前記（ア）ｂに記載した課税標準額に加算すべき金額６億４６７８万

５２６５円の合計額である。 

② 免税売上額（別表３⑪欄） １億８０１５万４２７２円 

 上記金額は、平成２０年１２月期消費税等確定申告書（乙８）付表２②欄に免税

売上額として記載された金額８億５９２７万８８０１円から、前記（ア）ｂに記載
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した免税売上げとはならない金額６億７９１２万４５２９円を減額した金額であ

る。 

（ｂ）資産の譲渡等の対価の額（別表３⑬欄） １０億１５２５万５１９８円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、前記（ａ）

に記載した課税資産の譲渡等の対価の額８億８１７７万６８６８円及び平成２０年

１２月期消費税等確定申告書（乙８）付表２⑥欄に非課税売上額として記載された金

額１億３３４７万８３３０円の合計額である。 

（エ）差引税額（別表３⑭欄） △４０１万３０２２円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表３⑮欄） △４０１万３０２２円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表３⑯欄） △１００万３２５５円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表３⑰欄） △５０１万６２７７円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

ケ 平成２１年３月期 

 平成２１年３月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表３①欄） ５億２６２７万２０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ５３２１万１７９４円 

 上記金額は、原告が平成２１年６月１日に処分行政庁に提出した平成２１年３月期の

消費税等の確定申告書（乙９。以下「平成２１年３月期消費税等確定申告書」という。）

付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 ４億７３０６万０５３９円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額７億２９２３万５３４５円（乙９付表２②欄）

のうちの免税売上げとはならない金額４億９６７１万３５６６円について、当該金額に

含まれる消費税等相当額２３６５万３０２７円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表３④欄） ２１０５万０８８０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表３⑤欄） ２８６４万１９２０円 

 上記金額は、次のａの金額と、ｂの金額にｃの課税売上割合を乗じて算出した金額との

合計額である。 

ａ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げのみに要するもの（別表３⑥欄） 
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 ２７５３万８２３７円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）にのみ要する課税仕入れ等の税額であり、平成２１年３月期消費

税等確定申告書（乙９）付表２⑭欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの

（別表３⑦欄） １３０万７８７８円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）と非課税売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する課税

仕入れ等の税額の合計額であり、平成２１年３月期消費税等確定申告書（乙９）付表２

⑮欄に記載された金額と同額である。 

ｃ 課税売上割合（別表３⑧欄） ８４．３８７３２８７７６％ 

 上記割合は、消費税法３０条６項に規定する課税売上割合であり、次の（ａ）の金額

を（ｂ）の金額で除して算出したものである。 

（ａ）課税資産の譲渡等の対価の額（別表３⑨欄） ７億５８７９万４１１２円 

 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、次の

①及び②の金額の合計額である。 

① 課税標準額（別表３⑩欄） ５億２６２７万２３３３円 

 上記金額は、前記（ア）ａに記載した確定申告における課税標準額５３２１万１

７９４円及び前記（ア）ｂに記載した課税標準額に加算すべき金額４億７３０６万

０５３９円の合計額である。 

② 免税売上額（別表３⑪欄） ２億３２５２万１７７９円 

 上記金額は、平成２１年３月期消費税等確定申告書（乙９）付表２②欄に免税売

上額として記載された金額７億２９２３万５３４５円から、前記（ア）ｂに記載し

た免税売上げとはならない金額４億９６７１万３５６６円を減額した金額である。 

（ｂ）資産の譲渡等の対価の額（別表３⑬欄） ８億９９１８万０１５３円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、前記（ａ）

に記載した課税資産の譲渡等の対価の額７億５８７９万４１１２円及び平成２１年

３月期消費税等確定申告書（乙９）付表２⑥欄に非課税売上額として記載された金額

１億４０３８万６０４１円の合計額である。 

（エ）差引税額（別表３⑭欄） △７５９万１０４０円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表３⑮欄） △７５９万１０４０円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表３⑯欄） △１８９万７７６０円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表３⑰欄） △９４８万８８００円 
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 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

コ 平成２１年６月期 

 平成２１年６月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表３①欄） ４億２６５８万８０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 １７９７万３３２０円 

 上記金額は、原告が平成２１年８月２７日に処分行政庁に提出した平成２１年６月期

の消費税等の確定申告書（乙１０。以下「平成２１年６月期消費税等確定申告書」とい

う。）付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 ４億０８６１万５４０４円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額６億３６０５万６６５３円（乙１０付表２②

欄）のうちの免税売上げとはならない金額４億２９０４万６１７５円について、当該金

額に含まれる消費税等相当額２０４３万０７７１円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表３④欄） １７０６万３５２０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表３⑤欄） ２３７５万０４４３円 

 上記金額は、次のａの金額と、ｂの金額にｃの課税売上割合を乗じて算出した金額との

合計額である。 

ａ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げのみに要するもの（別表３⑥欄） 

 ２２５３万６５９９円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）にのみ要する課税仕入れ等の税額であり、平成２１年６月期消費

税等確定申告書（乙１０）付表２⑭欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの

（別表３⑦欄） １４８万４４７７円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）と非課税売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する課税

仕入れ等の税額の合計額であり、平成２１年６月期消費税等確定申告書（乙１０）付表

２⑮欄に記載された金額と同額である。 

ｃ 課税売上割合（別表３⑧欄） ８１．７６９１６４１４８％ 

 上記割合は、消費税法３０条６項に規定する課税売上割合であり、次の（ａ）の金額

を（ｂ）の金額で除して算出したものである。 

（ａ）課税資産の譲渡等の対価の額（別表３⑨欄） ６億３３５９万９２０２円 
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 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、次の

①及び②の金額の合計額である。 

① 課税標準額（別表３⑩欄） ４億２６５８万８７２４円 

 上記金額は、前記（ア）ａに記載した確定申告における課税標準額１７９７万３

３２０円及び前記（ア）ｂに記載した課税標準額に加算すべき金額４億０８６１万

５４０４円の合計額である。 

② 免税売上額（別表３⑪欄） ２億０７０１万０４７８円 

 上記金額は、平成２１年６月期消費税等確定申告書（乙１０）付表２②欄に免税

売上額として記載された金額６億３６０５万６６５３円から、前記（ア）ｂに記載

した免税売上げとはならない金額４億２９０４万６１７５円を減額した金額であ

る。 

（ｂ）資産の譲渡等の対価の額（別表３⑬欄） ７億７４８６万３２４９円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、前記（ａ）

に記載した課税資産の譲渡等の対価の額６億３３５９万９２０２円及び平成２１年

６月期消費税等確定申告書（乙１０）付表２⑥欄に非課税売上額として記載された金

額１億４１２６万４０４７円の合計額である。 

（エ）差引税額（別表３⑭欄） △６６８万６９２３円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表３⑮欄） △６６８万６９２３円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表３⑯欄） △１６７万１７３０円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表３⑰欄） △８３５万８６５３円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

サ 平成２１年９月期 

 平成２１年９月期に係る消費税等の課税標準額及び納付すべき税額は、以下のとおりであ

る。 

（ア）課税標準額（別表３①欄） ７億０９０７万７０００円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 確定申告における課税標準額 ４１５８万５５９４円 

 上記金額は、原告が平成２１年１１月３０日に処分行政庁に提出した平成２１年９月

期の消費税等の確定申告書（乙１１。以下「平成２１年９月期消費税等確定申告書」と

いう。）付表２①欄に課税売上額として記載された金額と同額である。 

ｂ 課税標準額に加算すべき金額 ６億６７４９万１７２３円 

 上記金額は、原告が輸出免税取引としていた非居住者に対する国内における飲食、宿

泊、運送等の役務の提供の対価の額であるが、これらは輸出免税取引に該当せず（消費

税法施行令１７条２項７号）、課税標準額に加算すべきものである。 

 なお、原告が免税売上額としていた金額９億７６３８万８８５５円（乙１１付表２②
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欄）のうちの免税売上げとはならない金額７億００８６万６３１０円について、当該金

額に含まれる消費税等相当額３３３７万４５８７円を控除した金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表３④欄） ２８３６万３０８０円 

 上記金額は、消費税法２９条の規定により、前記（ア）の金額に税率１００分の４を乗

じて算出した金額である。 

（ウ）控除対象仕入税額（別表３⑤欄） ３５９７万９３４８円 

 上記金額は、次のａの金額と、ｂの金額にｃの課税売上割合を乗じて算出した金額との

合計額である。 

ａ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げのみに要するもの（別表３⑥欄） 

 ３４２１万１４３２円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）にのみ要する課税仕入れ等の税額であり、平成２１年９月期消費

税等確定申告書（乙１１）付表２⑭欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの

（別表３⑦欄） ２１０万４９６７円 

 上記金額は、消費税法３０条２項に規定する課税売上割合（同条６項）が１００分の

９５に満たないときにおいて控除する課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げ

（課税資産の譲渡等）と非課税売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する課税

仕入れ等の税額の合計額であり、平成２１年９月期消費税等確定申告書（乙１１）付表

２⑮欄に記載された金額と同額である。 

ｃ 課税売上割合（別表３⑧欄） ８３．９８７８５２６１２％ 

 上記割合は、消費税法３０条６項に規定する課税売上割合であり、次の（ａ）の金額

を（ｂ）の金額で除して算出したものである。 

（ａ）課税資産の譲渡等の対価の額（別表３⑨欄） ９億８４５９万９８６２円 

 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、次の

①及び②の金額の合計額である。 

① 課税標準額（別表３⑩欄） ７億０９０７万７３１７円 

 上記金額は、前記（ア）ａに記載した確定申告における課税標準額４１５８万５

５９４円及び前記（ア）ｂに記載した課税標準額に加算すべき金額６億６７４９万

１７２３円の合計額である。 

② 免税売上額（別表３⑪欄） ２億７５５２万２５４５円 

 上記金額は、平成２１年９月期消費税等確定申告書（乙１１）付表２②欄に免税

売上額として記載された金額９億７６３８万８８５５円から、前記（ア）ｂに記載

した免税売上げとはならない金額７億００８６万６３１０円を減額した金額であ

る。 

（ｂ）資産の譲渡等の対価の額（別表３⑬欄） １１億７２３１万２２２３円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、前記（ａ）

に記載した課税資産の譲渡等の対価の額９億８４５９万９８６２円及び平成２１年

９月期消費税等確定申告書（乙１１）付表２⑥欄に非課税売上額として記載された金
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額１億８７７１万２３６１円の合計額である。 

（エ）差引税額（別表３⑭欄） △７６１万６２６８円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表３⑮欄） △７６１万６２６８円 

 上記金額は、上記（エ）の金額であり、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２

の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

（カ）譲渡割額（別表３⑯欄） △１９０万４０６７円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３の規定に基づき、上記（オ）の金額に税率１００分

の２５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の合計額（別表３⑰欄） △９５２万０３３５円 

 上記金額は、上記（エ）の金額と上記（カ）の金額の合計額である。 

（２）本件各賦課決定処分の適法性の根拠 

 本件各更正処分はいずれも適法であるところ、原告が本件各更正処分により新たに納付すべ

き消費税等の合計額の計算の基礎となった事実のうち、これらが本件各更正処分前における税

額の計算の基礎とされていなかったことについて、同法６５条４項にいう正当な理由があると

認められるものがあるとは認められない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、本件各更正処分により、原告が新

たに納付すべきこととなった税額を基礎として、次のとおり算出される金額である。 

ア 平成１９年３月期 

 平成１９年３月期の過少申告加算税の額は、平成１９年３月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額６４７４万円（甲１の１。ただし、国税通則法１１８条３項の規定に

基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）を基礎として、これに１

００分の１０の割合を乗じて算出した金額６４７万４０００円と、平成１９年３月期更正処

分における差引納付すべき消費税等の税額６４７４万６１００円のうち５０万円を超える

部分に相当する税額である６４２４万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に基づき

１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に１００分の５の割合を乗じて

算出した金額３２１万２０００円との合計額９６８万６０００円である。 

イ 平成１９年６月期 

 平成１９年６月期の過少申告加算税の額は、平成１９年６月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額５７６９万円（甲１の２）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額５７６万９０００円と、平成１９年６月期更正処分における差引納

付すべき消費税等の税額５７６９万５７００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である５７１９万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額２８５万９５００円と

の合計額８６２万８５００円である。 

ウ 平成１９年９月期 

 平成１９年９月期の過少申告加算税の額は、平成１９年９月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額７２３３万円（甲１の３）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額７２３万３０００円と、平成１９年９月期更正処分における差引納

付すべき消費税等の税額７２３３万６８００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である７１８３万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額３５９万１５００円と
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の合計額１０８２万４５００円である。 

エ 平成１９年１２月期 

 平成１９年１２月期の過少申告加算税の額は、平成１９年１２月期更正処分における差引

納付すべき消費税等の税額６９２９万円（甲１の４）を基礎として、これに１００分の１０

の割合を乗じて算出した金額６９２万９０００円と、平成１９年１２月期更正処分における

差引納付すべき消費税等の税額６９２９万１７００円のうち５０万円を超える部分に相当

する税額である６８７９万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額３４３万９５０

０円との合計額１０３６万８５００円である。 

オ 平成２０年３月期 

 平成２０年３月期の過少申告加算税の額は、平成２０年３月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額７３３１万円（甲１の５）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額７３３万１０００円と、平成２０年３月期更正処分における差引納

付すべき消費税等の税額７３３１万５０００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である７２８１万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額３６４万０５００円と

の合計額１０９７万１５００円である。 

カ 平成２０年６月期 

 平成２０年６月期の過少申告加算税の額は、平成２０年６月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額６０２９万円（甲１の６）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額６０２万９０００円と、平成２０年６月期更正処分における差引納

付すべき消費税等の税額６０２９万２５００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である５９７９万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額２９８万９５００円と

の合計額９０１万８５００円である。 

キ 平成２０年９月期 

 平成２０年９月期の過少申告加算税の額は、平成２０年９月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額５５９８万円（甲１の７）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額５５９万８０００円と、平成２０年９月期更正処分における差引納

付すべき消費税等の税額５５９８万６６００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である５５４８万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額２７７万４０００円と

の合計額８３７万２０００円である。 

ク 平成２０年１２月期 

 平成２０年１２月期の過少申告加算税の額は、平成２０年１２月期更正処分における差引

納付すべき消費税等の税額２８７４万円（甲１の８）を基礎として、これに１００分の１０

の割合を乗じて算出した金額２８７万４０００円と、平成２０年１２月期更正処分における

差引納付すべき消費税等の税額２８７４万７７００円のうち５０万円を超える部分に相当

する税額である２８２４万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１４１万２００

０円との合計額４２８万６０００円である。 

ケ 平成２１年３月期 

 平成２１年３月期の過少申告加算税の額は、平成２１年３月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額２１９９万円（甲１の９）を基礎として、これに１００分の１０の割

合を乗じて算出した金額２１９万９０００円と、平成２１年３月期更正処分における差引納
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付すべき消費税等の税額２１９９万８３００円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額である２１４９万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１０７万４５００円と

の合計額３２７万３５００円である。 

コ 平成２１年６月期 

 平成２１年６月期の過少申告加算税の額は、平成２１年６月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額１８３６万円（甲１の１０）を基礎として、これに１００分の１０の

割合を乗じて算出した金額１８３万６０００円と、平成２１年６月期更正処分における差引

納付すべき消費税等の税額１８３６万１８００円のうち５０万円を超える部分に相当する

税額である１７８６万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額８９万３０００円と

の合計額２７２万９０００円である。 

サ 平成２１年９月期 

 平成２１年９月期の過少申告加算税の額は、平成２１年９月期更正処分における差引納付

すべき消費税等の税額２９６８万円（甲１の１１）を基礎として、これに１００分の１０の

割合を乗じて算出した金額２９６万８０００円と、平成２１年９月期更正処分における差引

納付すべき消費税等の税額２９６８万８１００円のうち５０万円を超える部分に相当する

税額である２９１８万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１４５万９０００円

との合計額４４２万７０００円である。 
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別表１ 本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の経緯 

 
１ 平成１９年３月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成19年5月31日 61,804,000 △ 56,584,548 △ 14,146,137 △ 70,730,685   

更正等 平成22年4月28日 1,356,727,000 △ 4,787,628 △ 1,196,907 △ 5,984,535 9,686,000 

異議申立て 平成22年6月23日 61,804,000 △ 56,584,548 △ 14,146,137 △ 70,730,685 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 61,804,000 △ 56,584,548 △ 14,146,137 △ 70,730,685 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

２ 平成１９年６月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成19年8月31日 61,867,000 △ 51,879,076 △ 12,969,769 △ 64,848,845   

更正等 平成22年4月28日 1,215,782,000 △ 5,722,476 △ 1,430,619 △ 7,153,095 8,628,500 

異議申立て 平成22年6月23日 61,867,000 △ 51,879,076 △ 12,969,769 △ 64,848,845 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 61,867,000 △ 51,879,076 △ 12,969,769 △ 64,848,845 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

３ 平成１９年９月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成19年11月30日 66,507,000 △ 65,373,904 △ 16,343,476 △ 81,717,380   

更正等 平成22年4月28日 1,513,246,000 △ 7,504,344 △ 1,876,086 △ 9,380,430 10,824,500 

異議申立て 平成22年6月23日 66,507,000 △ 65,373,904 △ 16,343,476 △ 81,717,380 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 66,507,000 △ 65,373,904 △ 16,343,476 △ 81,717,380 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

４ 平成１９年１２月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成20年2月29日 86,415,000 △ 61,308,026 △ 15,327,006 △ 76,635,032   

更正等 平成22年4月28日 1,472,250,000 △ 5,874,626 △ 1,468,656 △ 7,343,282 10,368,500 

異議申立て 平成22年6月23日 86,415,000 △ 61,308,026 △ 15,327,006 △ 76,635,032 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 86,415,000 △ 61,308,026 △ 15,327,006 △ 76,635,032 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

５ 平成２０年３月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成20年6月2日 63,462,000 △ 67,368,671 △ 16,842,167 △ 84,210,838   

更正等 平成22年4月28日 1,529,764,000 △ 8,716,591 △ 2,179,147 △ 10,895,738 10,971,500 

異議申立て 平成22年6月23日 63,462,000 △ 67,368,671 △ 16,842,167 △ 84,210,838 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 63,462,000 △ 67,368,671 △ 16,842,167 △ 84,210,838 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 
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６ 平成２０年６月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成20年8月29日 86,592,000 △ 55,074,586 △ 13,768,646 △ 68,843,232   

更正等 平成22年4月28日 1,292,443,000 △ 6,840,546 △ 1,710,136 △ 8,550,682 9,018,500 

異議申立て 平成22年6月23日 86,592,000 △ 55,074,586 △ 13,768,646 △ 68,843,232 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 86,592,000 △ 55,074,586 △ 13,768,646 △ 68,843,232 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

７ 平成２０年９月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成20年12月1日 246,732,000 △ 48,323,129 △ 12,080,782 △ 60,403,911   

更正等 平成22年4月28日 1,366,416,000 △ 3,533,775 △ 883,443 △ 4,417,218 8,372,000 

異議申立て 平成22年6月23日 246,732,000 △ 48,323,129 △ 12,080,782 △ 60,403,911 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 246,732,000 △ 48,323,129 △ 12,080,782 △ 60,403,911 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

８ 平成２０年１２月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成21年3月2日 54,837,000 △ 29,889,895 △ 7,472,473 △ 37,362,368   

更正等 平成22年4月28日 629,673,000 △ 6,891,608 △ 1,722,902 △ 8,614,510 4,286,000 

異議申立て 平成22年6月23日 54,837,000 △ 29,889,895 △ 7,472,473 △ 37,362,368 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 54,837,000 △ 29,889,895 △ 7,472,473 △ 37,362,368 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

９ 平成２１年３月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成21年6月1日 53,211,000 △ 26,518,713 △ 6,629,678 △ 33,148,391   

更正等 平成22年4月28日 493,058,000 △ 8,919,976 △ 2,229,994 △ 11,149,970 3,273,500 

異議申立て 平成22年6月23日 53,211,000 △ 26,518,713 △ 6,629,678 △ 33,148,391 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 53,211,000 △ 26,518,713 △ 6,629,678 △ 33,148,391 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

       

10 平成２１年６月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成21年8月27日 17,973,000 △ 23,038,475 △ 5,759,618 △ 28,798,093   

更正等 平成22年4月28日 385,057,000 △ 8,348,886 △ 2,087,221 △ 10,436,107 2,729,000 

異議申立て 平成22年6月23日 17,973,000 △ 23,038,475 △ 5,759,618 △ 28,798,093 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 17,973,000 △ 23,038,475 △ 5,759,618 △ 28,798,093 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 
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11 平成２１年９月期         単位：円 

区分 年月日 課税標準額 

納付すべき 

消費税の額 

① 

納付すべき 

地方消費税の額 

② 

納付すベき 

消費税等の額 

③（①＋②） 

過少申告加算税 

確定申告 平成21年11月30日 41,585,000 △ 34,325,278 △ 8,581,319 △ 42,906,597   

更正等 平成22年4月28日 635,142,000 △ 10,574,728 △ 2,643,682 △ 13,218,410 4,427,000 

異議申立て 平成22年6月23日 41,585,000 △ 34,325,278 △ 8,581,319 △ 42,906,597 0 

異議決定 平成22年9月15日 棄却 

審査請求 平成22年10月15日 41,585,000 △ 34,325,278 △ 8,581,319 △ 42,906,597 0 

裁決 平成23年6月14日 棄却 

※上記各表中の「△」を付した金額は、還付金額を意味する。 
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別表２ 本件各課税期間の消費税等の額の計算（課税売上割合が９５％以上である課税期間）   単位：円 

                  課税期間 

 区分 
平成19年３月期 平成19年６月期 平成19年９月期 平成19年12月期 平成20年３月期 平成20年６月期 

消
費
税 

課税標準額（②+③） ① 1,603,775,000 1,391,782,000 1,753,525,000 1,686,278,000 1,726,683,000 1,484,727,000 

  

申告額 ② 61,804,464 61,867,970 66,507,507 86,415,726 63,462,840 86,592,740 

課税標準額に加算すべき額 ③ 1,541,971,161 1,329,914,190 1,687,018,108 1,599,863,035 1,663,220,280 1,398,135,174 

課税標準額に対する消費税額 ④ 64,151,000 55,671,280 70,141,000 67,451,120 69,067,320 59,389,080 

控除対象仕入税額 

（消費税等確定申告書④欄） 
⑤ 59,056,708 54,353,756 68,034,184 64,764,626 69,907,151 58,538,266 

差引税額（控除不足還付税額） 

（④－⑤） 
⑥ 5,094,200 1,317,500 2,106,800 2,686,400 △ 839,831 850,800 

地
方
消
費
税 

地方消費税の課税標準となる消費税額（⑥） ⑦ 5,094,200 1,317,500 2,106,800 2,686,400 △ 839,831 850,800 

譲渡割額（⑦×25％） ⑧ 1,273,500 329,300 526,700 671,600 △ 209,957 212,700 

納付すべき消費税等の合計額（⑥＋⑧） ⑨ 6,367,700 1,646,800 2,633,600 3,358,000 △ 1,049,788 1,063,500 

※「△」を付した金額は、マイナスの額、あるいは、還付額を意味する。 
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別表３ 本件各課税期間の消費税等の額の計算（課税売上割合が９５％を下回る課税期間）   単位：円 

                        課税期間 

 区分 
平成20年９月期 平成20年12月期 平成21年３月期 平成21年６月期 平成21年９月期 

消
費
税 

課税標準額（②＋③） ① 1,531,236,000 701,622,000 526,272,000 426,588,000 709,077,000 

  

申告額 ② 246,732,636 54,837,331 53,211,794 17,973,320 41,585,594 

課税標準額に加算すべき額 ③ 1,284,504,085 646,785,265 473,060,539 408,615,404 667,491,723 

課税標準額に対する消費税額 ④ 61,249,440 28,064,880 21,050,880 17,063,520 28,363,080 

控除対象仕入税額（⑥＋⑦×⑧） ⑤ 58,190,112 32,077,902 28,641,920 23,750,443 35,979,348 

  

課税仕入に係る消費税額のうち課税売上のみに要 

するもの（申告額） 
⑥ 56,922,851 30,906,730 27,538,237 22,536,599 34,211,432 

課税仕入に係る消費税額のうち課税売上げと非課 

税売上げに共通して要するもの（申告額） 
⑦ 1,337,909 1,348,458 1,307,878 1,484,477 2,104,967 

課税売上割合（⑨÷⑬） ⑧ 94.719523909% 86.852731189% 84.387328776% 81.769164148% 83.987852612% 

  

課税資産の譲渡等の対価の額 

（⑩＋⑪） 
⑨ 1,809,648,241 881,776,868 758,794,112 633,599,202 984,599,862 

課税標準額（②＋③） ⑩ 1,531,236,721 701,622,596 526,272,333 426,588,724 709,077,317 

免税売上額 ⑪ 278,411,520 180,154,272 232,521,779 207,010,478 275,522,545 

非課税売上額（申告額） ⑫ 100,885,265 133,478,330 140,386,041 141,264,047 187,712,361 

資産の譲渡等の対価の額 

（⑩＋⑪＋⑫） 
⑬ 1,910,533,506 1,015,255,198 899,180,153 774,863,249 1,172,312,223 

差引税額（④－⑤） ⑭ 3,059,300 △ 4,013,022 △ 7,591,040 △ 6,686,923 △ 7,616,268 

地
方
消
費
税 

地方消費税の課税標準となる消費税額（⑭） ⑮ 3,059,300 △ 4,013,022 △ 7,591,040 △ 6,686,923 △ 7,616,268 

譲渡割額（⑮×25％） ⑯ 764,800 △ 1,003,255 △ 1,897,760 △ 1,671,730 △ 1,904,067 

納付すべき消費税等の合計額（⑭＋⑯） ⑰ 3,824,100 △ 5,016,277 △ 9,488,800 △ 8,358,653 △ 9,520,335 

※「△」を付した金額は、マイナスの額、あるいは、還付額を意味する。 

 


